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高速道路の建設に関する基準の適用について

〔ケーススタディ〕
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１．ケーススタディの考え方

（１）高速道路の評価基準に関する作業状況は以下の通り。

①Ｂ／Ｃ及び採算性については、その算出に必要な交通量について算出中

②外部効果については、７月１７日の第６回道路事業評価手法検討委員会にお

いて、具体的な指標やその算出方法について概ね集約され、現在、指標の算

出に必要な情報を収集・精査中

（２）高速道路の評価については、基本的には、道路関係四公団民営化推進委員

「 （ ）」（ 、会で審議された 建設中高速道路の取扱判断基準 イメージ 参考資料２

「 」） 、 、 、いわゆる 中村基準 に基づいて行う考えであり 今後 ＳＴＥＰ４の前に

ＳＴＥＰ１から３の精査を行うこととしている。その際、ＳＴＥＰ１におい

ては、進捗状況を考慮した事業費で評価する。

（３）参考までに、ＳＴＥＰ４での評価おける重み付けの違いが、計算結果に及ぼ

す影響を感度分析としてみるために、道路事業評価手法検討委員会においてケ

ーススタディを行ってきた１９区間を対象として、以下のように精度に問題が

ある簡便な方式にて行った試算結果を示す。

、 、①Ｂ／Ｃ及び採算性については 旧交通需要見通しに基づいて算出された値を

全国の将来交通需要の変化率、便益原単位の変化率などで、全国一律で機械

的に補正したもの

②外部効果については、ケーススタディとして実施した途中段階のデータを使

用して仮に算出したもの

以上の通り、試算結果は精度に問題があることから、具体の路線・区間名を

出すことは差し控える。

（４）なお、公共事業評価システム研究会「公共事業評価の基本的考え方 （１４」

年８月、委員長：中村英夫武蔵野工業大学教授）においては「重み付け設定者

、 、 。は 評価項目の体系の内容や意味 用語の解釈を十分理解している必要がある

価値観の相違はある程度許容しなければならないが、これらに対する認識不足

や勘違い、評価項目の用語解釈の相異などは可能な限り排除しなければならな

い。また、重み付け設定者は大局的見地から総合的に各評価項目の重要性を評

価できる者である必要があり、評価対象事業分野に精通した有識者や当該施設

を計画・整備・管理する担当者が相応しい 」とされている。。

また、学識経験者からは、既に高速道路が整備された地域の、いわば高速サ

ービスを十分に享受している人々の意見で決めることが公正といえるのか、ま

た、これからの高速道路の整備のあり方の決定にあたり、直接の当事者でない

地域の人々が関与することが公正といえるのか、などの意見がある。
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２．19区間を対象としたケーススタディ

（１）重み付けのケース分け

全ての都道府県知
事及び政令指定都
市市長の重み付け
平均※

残事業を有する都
道府県知事及び政
令指定都市市長の
重み付け平均※

道路関係四公団民
営化推進委員会調
査結果での重み付
け※

全ての都道府県知事及び政令指定都
市市長の重み付け平均※

ケース
A-1

ケース
C-1

残事業を有する都道府県知事及び政
令指定都市市長の重み付け平均※

ケース
B-2

ケース
C-2

全て1/16の重みとするケース
ケース
A-3

ケース
B-3

ケース
C-3

※重み付けについてＰ５参照

大項目

外部効果
（16指標）

２



（２）重み付け後の合計試算結果

偏差値※２ 5段階評価※２ 偏差値※２ 5段階評価※２ 偏差値※２ 5段階評価※２ 偏差値※２ 5段階評価※２ 偏差値※２ 5段階評価※２ 偏差値※２ 5段階評価※２ 偏差値※２ 5段階評価※２

1 48.6 3.0 46.6 3.0 48.8 3.0 47.0 3.0 44.1 2.6 44.0 2.6 43.0 2.6
2 40.9 2.0 41.1 2.0 40.7 2.0 40.8 2.0 43.9 2.4 43.9 2.4 44.0 2.4
3 57.4 3.7 57.4 3.7 57.7 3.7 57.6 3.7 55.6 3.6 55.7 3.6 55.6 3.6
4 50.0 2.7 50.5 2.7 49.5 2.7 50.6 2.7 48.7 2.6 48.4 2.6 49.0 2.6
5 41.8 2.0 41.1 2.0 41.7 2.0 41.0 2.0 41.9 2.0 41.9 2.0 41.5 2.0
6 42.7 2.2 43.7 2.7 43.2 2.7 43.7 2.7 43.0 2.4 43.3 2.6 43.6 2.6
7 53.2 3.2 53.5 3.2 53.8 3.2 53.8 3.2 50.1 2.9 50.3 2.9 50.3 2.9
8 47.9 3.0 48.7 3.0 47.9 3.0 48.6 3.0 48.3 3.0 48.3 3.0 48.7 3.0
9 46.2 2.5 46.0 2.5 45.9 2.5 45.8 2.5 48.2 2.7 48.0 2.7 48.0 2.7
10 59.5 3.5 60.3 3.5 59.0 3.5 59.7 3.5 66.3 4.2 66.3 4.2 66.7 4.2
11 59.0 4.3 59.3 4.3 59.4 4.3 59.7 4.3 55.5 3.9 55.5 3.9 55.8 3.9
12 54.9 3.2 55.8 3.2 55.2 3.2 56.2 3.2 50.8 2.9 50.8 2.9 51.4 2.9
13 49.3 3.2 49.1 3.2 49.1 3.2 49.0 3.2 50.0 3.4 50.0 3.4 49.9 3.4
14 51.2 3.2 50.9 3.2 51.5 3.2 51.1 3.2 48.7 2.9 48.7 2.9 48.5 2.9
15 50.8 3.3 50.3 2.8 50.5 2.8 50.2 2.8 52.0 3.4 51.8 3.1 51.7 3.1
16 45.3 2.5 44.9 2.5 45.5 2.5 45.0 2.5 43.7 2.3 43.8 2.3 43.5 2.3
17 54.2 3.5 54.0 3.5 53.4 3.5 53.2 3.5 62.1 4.2 62.1 4.2 61.9 4.2
18 45.7 2.5 46.3 2.5 45.4 2.5 46.1 2.5 48.7 2.7 48.7 2.7 49.0 2.7
19 51.4 3.3 50.5 3.3 51.7 3.3 50.8 3.3 48.5 2.9 48.5 2.9 48.0 2.9

※１：重み付けのケース分けはＰ２を参照
※２：偏差値及び５段階評価の算出方法についてはP10を参照

No.

道路関係四公団民営化推進委員会調査結果での重み付け全ての都道府県知事及び政令指定都市市長の重み付け平均 残事業を有する都道府県知事及び政令指定都市市長の重み付け
平均

ケースA-1※１ ケースA-３※１ ケースB-２※１ ケースB-３※１ ケースC-1※１ ケースC-２※１ ケースC-３※１

３



（３）大項目毎の基礎点数

偏差値※３ 5段階評価※３ 偏差値※３ 5段階評価※３ 偏差値※３ 5段階評価※３

1 1.8 40.3 2 -2% 36.4 2 58.8 4 58.5 4 54.8 4
2 2.9 48.1 3 9% 47.5 3 33.9 1 34.0 1 34.2 1
3 3.3 50.4 3 17% 55.7 4 62.2 4 62.4 4 62.2 4
4 2.2 42.8 2 12% 50.5 3 53.8 3 52.7 3 54.9 3
5 1.9 41.1 2 4% 42.9 2 41.7 2 41.6 2 40.2 2
6 1.8 40.5 2 7% 45.9 3 42.5 2 43.5 3 44.5 3
7 2.2 42.8 2 10% 48.9 3 61.0 4 61.7 4 61.7 4
8 3.0 48.4 3 10% 49.1 3 47.1 3 47.1 3 48.6 3
9 3.5 51.6 3 11% 49.8 3 41.6 2 41.2 2 41.1 2
10 6.8 74.7 5 37% 75.6 5 43.7 2 43.9 2 45.2 2
11 4.3 57.6 4 6% 45.2 3 66.1 5 66.1 5 66.8 5
12 2.3 43.8 2 8% 47.0 3 64.7 4 64.6 4 66.7 4
13 2.5 45.3 3 17% 56.0 4 48.4 3 48.4 3 48.0 3
14 2.1 42.1 2 10% 48.3 3 57.6 4 57.7 4 57.0 4
15 4.8 60.6 4 9% 47.2 3 46.9 3 46.5 2 45.9 2
16 2.3 43.5 2 2% 40.2 2 48.6 3 48.7 3 47.9 3
17 6.3 71.5 5 34% 73.3 5 35.6 2 35.7 2 35.2 2
18 3.7 53.5 3 13% 51.9 3 38.6 2 38.5 2 39.7 2
19 3.4 51.5 3 0% 38.7 2 57.3 4 57.1 4 55.4 4

※３：偏差値及び５段階評価の算出方法についてはP10を参照
※４：外部効果について、全ての都道府県知事及び政令指定都市長の重み付け平均（Ｐ５参照）
※５：外部効果について、残事業を有する都道府県知事及び政令指定都市長の重み付け平均（Ｐ５参照）
※６：外部効果について、全て1/16の重みとするケース

投資限度
額比率※１

No.

大項目
B/C※１ 採算性※１ 外部効果※２

※２：外部効果については、ケーススタディとして実施した途中段階のデータを使用して仮に算出したものであり、詳細はＰ８
　　　及びＰ９を参照。

外部効果重み付け３※６

※１：B/C及び採算性（投資限度額比率）については、旧交通需要見通しに基づいて算出された値を、全国の将来交通量の
　　　変化率、便益原単位の変化率などで、全国一律で機械的に補正したものであり、算出方法についてはＰ６参照

偏差値※３ 5段階評価※３ 外部効果重み付け１※４ 外部効果重み付け２※５

B/C※１ 偏差値※３ 5段階評価※３

４



（４）重み付けについて 

大項目間の重み付け 

 
全ての都道府県知事及び政令

指定都市長の重み付け平均※１ 

残事業を有する都道府県知事及び

政令指定都市長の重み付け平均※２ 

道路関係四公団民営化推進委

員会調査での重み付け 

B/C 27.8% 27.6% 36.1% 

採算性 22.7% 20.9% 35.7% 

外部効果 49.5% 51.5% 28.2% 

 

外部効果の各指標間の重み付け 

指標 NO 指標内容※3 
全ての都道府県知事及び政令指
定都市長の重み付け平均※１ 

残事業を有する都道府県知事及び
政令指定都市長の重み付け平均※２ 

指標 1 高速バス 5.2% 5.1% 

指標 2 新幹線・空港 6.3% 6.2% 

指標 3 高度医療施設 7.4% 7.7% 

指標 4 拠点都市連絡 7.8% 7.3% 

指標 5 日常活動圏 5.9% 5.8% 

指標 6 観光地 6.6% 6.2% 

指標 7 物流拠点 6.9% 6.3% 

指標 8 農林水産 6.6% 6.7% 

指標 9 地域振興計画 6.2% 6.4% 

指標 10 NOx、SPM 4.4% 4.3% 

指標 11 騒音 4.3% 4.3% 

指標 12 CO2 4.4% 4.1% 

指標 13 迂回路 6.7% 7.7% 

指標 14 通行規制 4.6% 5.0% 

指標 15 代替経路 5.4% 6.2% 

指標 16 地方の創意工夫 11.4% 10.8% 
※1 対象：47 都道府県、12 政令指定都市 

※2 対象：38 都道府県、3政令指定都市 

8 月 1 日時点で 47 都道府県の知事及び 12 政令指定都市市長から重み付け案を入手（残る 1政令指定都市につい

ては、現時点での重み付けは困難との回答有り） 

※3 詳細は参考資料 3を参照 

５ 



別添１

ケーススタディにおける試算方法

１．対象区間

道路事業評価手法検討委員会において、ケーススタディを行った１９区間を対象。
具体的には、整備計画策定済みで未供用見込みの区間(平成１５年度末で約２０００,

ｋｍ)から、各地方ブロック毎に２区間程度を選定。
１区間の単位は、５月２９日の第５回同検討委員会の資料に基づき、概ねジャンクシ

ョン間の連続する区間と設定。

２．各項目の算出方法

（１）費用対便益

便益額／費用
＝Ｂ’／Ｃ’ として算出

・便益額の算出
Ｂ’＝Ｂ×α×β

Ｂ ：見直し後の便益額’
Ｂ：昨年７月２２日及び８月２０日にＪＨが道路関係四公団民営化推進

委員会事務局に提出した「Ｂ／Ｃ算出結果」での便益額
α：便益単価低減率＝０．９３３

本年１月２３日第１回道路事業評価手法検討委員会に提出され
た事務局資料における時間価値原単位の全車種平均での便益単
価低減率

β：将来交通需要低減率＝０．９２０
昨年１１月２６日に国土交通省が民営化推進委員会に提出した
「交通需要推計検討資料」における２０２０年時点での交通需
要の低減率（従来の交通需要９４３０億台キロ／年を８６８０
億台キロ／年に見直し）

・費用の算出
Ｃ’＝Ｃｃ’＋Ｃｍ’＝Ｃｃ×α＋Ｃｍ×β

Ｃ ：見直し後の費用総額’
Ｃｃ ：見直し後の建設費’
Ｃｃ：従来の建設費

昨年７月２２日及び８月２０日にＪＨが道路関係四公団民営化
推進委員会事務局に提出した「Ｂ／Ｃ算出結果」における建設
費（建設費用全額）

α：建設コスト低減率＝０．８
本年３月２５日に公表したコスト削減計画における建設コスト
の概ねの低減率

Ｃｍ ：見直し後の管理費総額’
Ｃｍ：従来の管理費総額

昨年７月２２日及び８月２０日にＪＨが道路関係四公団民営化
推進委員会事務局に提出した「Ｂ／Ｃ算出結果」における費用
額総額に含まれる管理費総額

β：管理コスト低減率＝０．７５
本年３月２５日に公表したコスト削減計画における管理コスト
の概ねの低減率
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（２）採算性（投資限度額比率）

投資資金回収見込額／建設費
＝Σ（料金収入－管理費）／建設費
＝Σ（Ｒ’－Ｃｍ ）／Ｃｃ’ として算出’
（対象期間は４０年間とし、ｎ年後の（Ｒ’－Ｃｍ ）は、割戻率１．０４ とし’ ｎ

て現在価値化する）

・料金収入
Ｒ’＝Ｒ×α

Ｒ ：見直し後の料金収入’
Ｒ：昨年８月７日にＪＨが民営化推進委員会に提出した９，３４２ｋｍ

完成時点での収入の見通し
α：将来交通需要低減率＝０．９２０（上記（１）と同じ）

・管理費
Ｃｍ’＝Ｃｍ×α

Ｃｍ ：見直し後の管理費’
Ｃｍ：昨年８月７日にＪＨが民営化推進委員会に提出した９，３４２ｋ

ｍ完成時点での管理費の見通し
α：管理コスト低減率＝０．７５（上記（１）と同じ）

・建設費
Ｃｃ’＝Ｃｃ×α

Ｃｃ ：見直し後の建設費 Ｃｃ：従来の建設費’
α：建設コスト低減率＝０．８（上記（１）と同じ）

（３）外部効果
・道路事業評価手法検討委員会における検討結果を踏まえて設定された１６指標
（詳細添付）について、現時点で入手したデータに基づき算出したもの（データ
については今後、精査・更新する必要があり、算出結果は変更される 。）

・指標１０及び１２の環境に関する指標の算出にあたっては、交通量が必要となる
が、現在算出中であることから、昨年９月１３日にＪＨが民営化推進委員会に提
出した第３２回国幹審時算出の将来区間別交通量をもとに、将来交通需要の見直
しを考慮して、概略的に算出している。
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①評点※１
No 指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標10 指標11 指標12 指標13 指標14 指標15 指標16

1 0.09 0.21 0.18 95.67 0.17 161 173.72 127 45.68 0.17 0 4.62 94 0.00 0 3.15
2 0.04 0.04 0.05 0.07 0.07 0 20.70 0 45.68 0.17 1 5.24 73 0.00 0 1.60
3 0.34 0.15 0.27 9.36 0.14 156 0.00 300 73.79 0.15 1 10.00 7 99.63 0 2.65
4 0.18 0.08 0.12 51.48 0.09 397 12452.47 74 45.68 0.15 2 42.65 11 0.00 0 1.75
5 0.12 0.05 0.07 3.93 0.09 132 225.76 79 45.68 0.17 0 10.18 78 0.90 0 2.40
6 0.36 0.04 0.14 6.41 0.03 0 0.19 0 45.68 0.17 0 10.31 154 43.25 1 1.35
7 0.24 0.15 0.15 31.42 0.14 274 264.06 72 54.32 0.17 2 21.32 189 2.90 1 2.45
8 0.06 0.11 0.15 7.24 0.20 193 8.17 73 45.68 0.17 1 29.82 84 27.00 0 1.65
9 0.05 0.19 0.03 2.85 0.00 293 12.86 64 48.43 0.15 2 5.19 15 0.00 0 2.15

10 0.07 0.16 0.17 4.44 0.00 214 46.12 60 48.26 0.10 2 52.85 0 0.00 1 1.55
11 0.37 0.24 0.10 36.70 0.12 323 682.48 403 67.19 0.17 2 16.07 19 2.72 1 2.65
12 0.25 0.14 0.18 124.59 0.17 302 465.54 32 45.68 0.17 2 37.57 17 92.55 1 2.35
13 0.33 0.08 0.18 6.18 0.08 73 318.33 52 45.68 0.17 2 7.91 63 1.45 0 2.50
14 0.06 0.10 0.14 3.62 0.18 396 189.02 184 54.46 0.17 2 17.52 175 1.80 0 2.60
15 0.00 0.20 0.07 9.83 0.07 0 9690.61 403 50.38 0.17 0 4.29 17 0.00 0 1.90
16 0.15 0.12 0.29 12.31 0.17 143 142.53 111 49.10 0.15 0 4.50 13 51.13 0 1.95
17 0.00 0.04 0.03 0.46 0.00 85 571.36 16 45.68 0.10 2 28.02 0 0.00 1 2.05
18 0.15 0.06 0.14 20.94 0.00 35 661.71 9 45.68 0.17 2 12.22 32 9.83 0 1.55
19 0.03 0.14 0.15 11.39 0.11 293 194.78 208 69.07 0.17 2 5.85 66 0.00 0 3.00

※１：ケーススタディとして実施した途中段階のデータを使用して算出

②評点の偏差値
No 指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標10 指標11 指標12 指標13 指標14 指標15 指標16

1 45.3 64.3 56.5 71.4 61.2 48.3 46.5 50.6 43.9 55.1 35.1 41.4 56.1 44.5 43.4 68.7
2 41.5 36.9 37.2 43.2 45.9 36.1 46.1 40.5 43.9 55.1 46.4 41.8 52.5 44.5 43.4 39.1
3 65.0 54.3 68.4 45.9 56.7 48.0 46.0 64.4 75.4 46.7 46.4 45.1 41.4 76.0 43.4 59.2
4 52.1 43.7 47.5 58.4 48.8 66.4 82.1 46.4 43.9 46.7 57.7 67.6 42.0 44.5 43.4 41.9
5 47.7 37.9 40.2 44.3 49.2 46.1 46.7 46.8 43.9 55.1 35.1 45.2 53.3 44.7 43.4 54.4
6 66.0 36.9 49.8 45.1 40.5 36.1 46.0 40.5 43.9 55.1 35.1 45.3 66.1 58.1 64.3 34.3
7 56.9 55.1 51.2 52.5 56.9 57.0 46.8 46.2 53.6 55.1 57.7 52.9 72.0 45.4 64.3 55.3
8 43.0 47.6 51.8 45.3 65.0 50.8 46.0 46.3 43.9 55.1 46.4 58.7 54.3 53.0 43.4 40.0
9 42.0 60.4 34.6 44.0 35.6 58.5 46.1 45.6 47.0 46.7 57.7 41.7 42.7 44.5 43.4 49.6

10 43.1 55.8 54.8 44.5 35.6 52.4 46.2 45.3 46.8 23.4 57.7 74.6 40.2 44.5 64.3 38.2
11 67.4 70.0 45.4 54.0 52.9 60.7 48.0 72.6 68.0 55.1 57.7 49.2 43.4 45.3 64.3 59.2
12 57.7 53.4 55.6 80.0 60.8 59.1 47.4 43.1 43.9 55.1 57.7 64.1 43.1 73.7 64.3 53.4
13 64.1 43.8 56.7 45.0 48.2 41.6 46.9 44.6 43.9 55.1 57.7 43.6 50.9 44.9 43.4 56.3
14 42.8 46.5 50.6 44.2 61.8 66.3 46.6 55.2 53.7 55.1 57.7 50.2 69.6 45.0 43.4 58.2
15 37.9 62.1 40.8 46.1 46.1 36.1 74.1 72.6 49.1 55.1 35.1 41.1 43.1 44.5 43.4 44.8
16 49.6 50.4 72.0 46.8 61.2 47.0 46.4 49.3 47.7 46.7 35.1 41.3 42.3 60.6 43.4 45.8
17 37.9 37.4 35.2 43.3 35.6 42.5 47.7 41.8 43.9 23.4 57.7 57.5 40.2 44.5 64.3 47.7
18 50.0 40.1 50.0 49.4 35.6 38.7 47.9 41.2 43.9 55.1 57.7 46.6 45.6 47.6 43.4 38.1
19 39.9 53.4 51.7 46.5 52.5 58.5 46.6 57.1 70.1 55.1 57.7 42.2 51.2 44.5 43.4 65.9

③評点の偏差値に重み付けを乗じて算出した外部効果点数 ④外部効果点数の偏差値
No 重み付

け１※2
重み付
け２※３

重み付け３
※４ No 重み付け

１※2
重み付
け２※３

重み付
け３※４

1 53.9 53.7 52.0 1 58.8 58.5 54.8
2 42.8 42.9 43.4 2 33.9 34.0 34.2
3 55.4 55.5 55.1 3 62.2 62.4 62.2
4 51.7 51.2 52.1 4 53.8 52.7 54.9
5 46.3 46.3 45.9 5 41.7 41.6 40.2
6 46.7 47.1 47.7 6 42.5 43.5 44.5
7 54.9 55.1 54.9 7 61.0 61.7 61.7
8 48.7 48.7 49.4 8 47.1 47.1 48.6
9 46.3 46.1 46.2 9 41.6 41.2 41.1

10 47.2 47.3 48.0 10 43.7 43.9 45.2
11 57.1 57.1 57.1 11 66.1 66.1 66.8
12 56.5 56.4 57.0 12 64.7 64.6 66.7
13 49.3 49.3 49.2 13 48.4 48.4 48.0
14 53.4 53.4 52.9 14 57.6 57.7 57.0
15 48.6 48.5 48.3 15 46.9 46.5 45.9
16 49.4 49.5 49.1 16 48.6 48.7 47.9
17 43.6 43.7 43.8 17 35.6 35.7 35.2
18 44.9 45.0 45.7 18 38.6 38.5 39.7
19 53.2 53.1 52.3 19 57.3 57.1 55.4

※２：16指標について、全ての都道府県知事及び政令指定都市市長の重み付け平均（Ｐ５参照）
※３：16指標について、残事業を有する都道府県知事及び政令指定都市市長の重み付け平均（Ｐ５参照）
※４：16指標について、全て1/16の重みとするケース

１９区間を対象としたケーススタディ（外部効果の偏差値の算出例）

８
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①評点※１
No 指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標10 指標11 指標12 指標13 指標14 指標15 指標16

1 0.09 0.21 0.18 95.67 0.17 161 173.72 127 45.68 0.17 0 4.62 94 0.00 0 3.15
2 0.04 0.04 0.05 0.07 0.07 0 20.70 0 45.68 0.17 1 5.24 73 0.00 0 1.60
3 0.34 0.15 0.27 9.36 0.14 156 0.00 300 73.79 0.15 1 10.00 7 99.63 0 2.65
4 0.18 0.08 0.12 51.48 0.09 397 12452.47 74 45.68 0.15 2 42.65 11 0.00 0 1.75
5 0.12 0.05 0.07 3.93 0.09 132 225.76 79 45.68 0.17 0 10.18 78 0.90 0 2.40
6 0.36 0.04 0.14 6.41 0.03 0 0.19 0 45.68 0.17 0 10.31 154 43.25 1 1.35
7 0.24 0.15 0.15 31.42 0.14 274 264.06 72 54.32 0.17 2 21.32 189 2.90 1 2.45
8 0.06 0.11 0.15 7.24 0.20 193 8.17 73 45.68 0.17 1 29.82 84 27.00 0 1.65
9 0.05 0.19 0.03 2.85 0.00 293 12.86 64 48.43 0.15 2 5.19 15 0.00 0 2.15

10 0.07 0.16 0.17 4.44 0.00 214 46.12 60 48.26 0.10 2 52.85 0 0.00 1 1.55
11 0.37 0.24 0.10 36.70 0.12 323 682.48 403 67.19 0.17 2 16.07 19 2.72 1 2.65
12 0.25 0.14 0.18 124.59 0.17 302 465.54 32 45.68 0.17 2 37.57 17 92.55 1 2.35
13 0.33 0.08 0.18 6.18 0.08 73 318.33 52 45.68 0.17 2 7.91 63 1.45 0 2.50
14 0.06 0.10 0.14 3.62 0.18 396 189.02 184 54.46 0.17 2 17.52 175 1.80 0 2.60
15 0.00 0.20 0.07 9.83 0.07 0 9690.61 403 50.38 0.17 0 4.29 17 0.00 0 1.90
16 0.15 0.12 0.29 12.31 0.17 143 142.53 111 49.10 0.15 0 4.50 13 51.13 0 1.95
17 0.00 0.04 0.03 0.46 0.00 85 571.36 16 45.68 0.10 2 28.02 0 0.00 1 2.05
18 0.15 0.06 0.14 20.94 0.00 35 661.71 9 45.68 0.17 2 12.22 32 9.83 0 1.55
19 0.03 0.14 0.15 11.39 0.11 293 194.78 208 69.07 0.17 2 5.85 66 0.00 0 3.00

※１：ケーススタディとして実施した途中段階のデータを使用して算出

②評点の偏差値
No 指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標10 指標11 指標12 指標13 指標14 指標15 指標16

1 45.3 64.3 56.5 71.4 61.2 48.3 46.5 50.6 43.9 55.1 35.1 41.4 56.1 44.5 43.4 68.7
2 41.5 36.9 37.2 43.2 45.9 36.1 46.1 40.5 43.9 55.1 46.4 41.8 52.5 44.5 43.4 39.1
3 65.0 54.3 68.4 45.9 56.7 48.0 46.0 64.4 75.4 46.7 46.4 45.1 41.4 76.0 43.4 59.2
4 52.1 43.7 47.5 58.4 48.8 66.4 82.1 46.4 43.9 46.7 57.7 67.6 42.0 44.5 43.4 41.9
5 47.7 37.9 40.2 44.3 49.2 46.1 46.7 46.8 43.9 55.1 35.1 45.2 53.3 44.7 43.4 54.4
6 66.0 36.9 49.8 45.1 40.5 36.1 46.0 40.5 43.9 55.1 35.1 45.3 66.1 58.1 64.3 34.3
7 56.9 55.1 51.2 52.5 56.9 57.0 46.8 46.2 53.6 55.1 57.7 52.9 72.0 45.4 64.3 55.3
8 43.0 47.6 51.8 45.3 65.0 50.8 46.0 46.3 43.9 55.1 46.4 58.7 54.3 53.0 43.4 40.0
9 42.0 60.4 34.6 44.0 35.6 58.5 46.1 45.6 47.0 46.7 57.7 41.7 42.7 44.5 43.4 49.6

10 43.1 55.8 54.8 44.5 35.6 52.4 46.2 45.3 46.8 23.4 57.7 74.6 40.2 44.5 64.3 38.2
11 67.4 70.0 45.4 54.0 52.9 60.7 48.0 72.6 68.0 55.1 57.7 49.2 43.4 45.3 64.3 59.2
12 57.7 53.4 55.6 80.0 60.8 59.1 47.4 43.1 43.9 55.1 57.7 64.1 43.1 73.7 64.3 53.4
13 64.1 43.8 56.7 45.0 48.2 41.6 46.9 44.6 43.9 55.1 57.7 43.6 50.9 44.9 43.4 56.3
14 42.8 46.5 50.6 44.2 61.8 66.3 46.6 55.2 53.7 55.1 57.7 50.2 69.6 45.0 43.4 58.2
15 37.9 62.1 40.8 46.1 46.1 36.1 74.1 72.6 49.1 55.1 35.1 41.1 43.1 44.5 43.4 44.8
16 49.6 50.4 72.0 46.8 61.2 47.0 46.4 49.3 47.7 46.7 35.1 41.3 42.3 60.6 43.4 45.8
17 37.9 37.4 35.2 43.3 35.6 42.5 47.7 41.8 43.9 23.4 57.7 57.5 40.2 44.5 64.3 47.7
18 50.0 40.1 50.0 49.4 35.6 38.7 47.9 41.2 43.9 55.1 57.7 46.6 45.6 47.6 43.4 38.1
19 39.9 53.4 51.7 46.5 52.5 58.5 46.6 57.1 70.1 55.1 57.7 42.2 51.2 44.5 43.4 65.9

③偏差値の5段階評価
No 指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標10 指標11 指標12 指標13 指標14 指標15 指標16

1 3 4 4 5 4 3 3 3 2 4 2 2 4 2 2 5
2 2 2 2 2 3 2 3 2 2 4 3 2 3 2 2 2
3 5 3 5 3 4 3 3 4 5 3 3 3 2 5 2 4
4 3 2 3 4 3 5 5 3 2 3 4 5 2 2 2 2
5 3 2 2 2 3 3 3 3 2 4 2 3 3 2 2 3
6 5 2 3 3 2 2 3 2 2 4 2 3 5 4 4 1
7 4 4 3 3 4 4 3 3 3 4 4 3 5 3 4 4
8 2 3 3 3 5 3 3 3 2 4 3 4 3 3 2 2
9 2 4 1 2 2 4 3 3 3 3 4 2 2 2 2 3

10 2 4 3 2 2 3 3 3 3 1 4 5 2 2 4 2
11 5 5 3 3 3 4 3 5 5 4 4 3 2 3 4 4
12 4 3 4 5 4 4 3 2 2 4 4 4 2 5 4 3
13 4 2 4 3 3 2 3 2 2 4 4 2 3 2 2 4
14 2 3 3 2 4 5 3 4 3 4 4 3 5 3 2 4
15 2 4 2 3 3 2 5 5 3 4 2 2 2 2 2 2
16 3 3 5 3 4 3 3 3 3 3 2 2 2 4 2 3
17 2 2 2 2 2 2 3 2 2 1 4 4 2 2 4 3
18 3 2 3 3 2 2 3 2 2 4 4 3 3 3 2 2
19 2 3 3 3 3 4 3 4 5 4 4 2 3 2 2 5

⑤外部効果点数の偏差値

No
重み付
け１※2

重み付
け２※３

重み付
け３※４ No

重み付
け１※2

重み付け
２※３

重み付
け３※４ No

重み付け
１※2

重み付け
２※３

重み付
け３※４

1 3.4 3.4 3.3 1 59.4 59.2 55.2 1 4 4 4
2 2.3 2.3 2.4 2 33.8 33.9 33.9 2 1 1 1
3 3.6 3.6 3.6 3 62.8 62.8 62.9 3 4 4 4
4 3.1 3.0 3.1 4 51.0 50.0 52.2 4 3 3 3
5 2.6 2.6 2.6 5 40.7 40.5 40.0 5 2 2 2
6 2.8 2.8 2.9 6 44.6 45.7 47.6 6 2 3 3
7 3.6 3.6 3.6 7 63.8 64.3 64.4 7 4 4 4
8 2.9 2.9 3.0 8 47.6 47.5 49.1 8 3 3 3
9 2.6 2.6 2.6 9 40.6 40.3 40.0 9 2 2 2

10 2.7 2.7 2.8 10 43.3 43.6 44.5 10 2 2 2
11 3.7 3.7 3.8 11 66.3 66.3 67.4 11 5 5 5
12 3.5 3.5 3.6 12 60.5 60.5 62.9 12 4 4 4
13 2.9 2.9 2.9 13 47.6 47.5 46.1 13 3 3 3
14 3.4 3.4 3.4 14 58.7 59.0 58.3 14 4 4 4
15 2.8 2.8 2.8 15 45.1 44.7 44.5 15 3 2 2
16 3.0 3.0 3.0 16 50.3 50.4 49.1 16 3 3 3
17 2.4 2.4 2.4 17 35.9 36.1 35.4 17 2 2 2
18 2.6 2.6 2.7 18 40.1 40.3 41.5 18 2 2 2
19 3.4 3.4 3.3 19 57.9 57.7 55.2 19 4 4 4

※２：16指標について、全ての都道府県知事及び政令指定都市市長の重み付け平均（Ｐ５参照）
※３：16指標について、残事業を有する都道府県知事及び政令指定都市市長の重み付け平均（Ｐ５参照）
※４：16指標について、全て1/16の重みとするケース

⑥偏差値化された外部効果
点数の5段階評価

１９区間を対象としたケーススタディ（外部効果の5段階評価の算出例）

④5段階評価に重み付けを乗じて算
出した外部効果点数

９
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１０ 

偏差値及び５段階評価の算出方法 

 

１．偏差値の算出方法 
 
（１） 偏差 

算術平均値とデータとの差 
  
  

（２） 分散 
偏差の平方和の算術平均（平均平方和） 

 
 
 
（３） 標準偏差 

分散の平方根 
 
 
 
 
（４） 偏差値 

データを平均 50、標準偏差 10 に標準化したもの 
 
 
 
 

２．５段階評価の設定方法 
 
評価点として５段階評価を用いることは、各評価項目の評価結果を整理する

上で、有意な差が表現できる方法として、公共事業評価システム研究会（委員
長：中村英夫武蔵工業大学教授）においても提言されている。なお、５段階の
幅については、有意な差が表現できるよう、以下のように設定した（第３回道
路事業評価手法検討委員会で提案された設定方法）。 
 
 
 
 
 

３ １ ２ ４ ５ 

50 35 65 55 45 

平均値 

1σ 

５段階評点 

偏差値 

σ：標準偏差 

dk = xk - x

m =
1

n

n

k=1

xk - x 2

s = m =
1

n

n

k=1

xk - x 2

Tk = 50 +
10 xk - x

s
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参考資料１

（道路関係四公団民営化推進委員会意見書（平成１４年１２月６日提出）抜粋）

７ 今後の道路建設について
（２）今後の道路建設について

ア 新会社発足までの間、各公団は、本委員会において
、とりまとめた基準による個別路線の優先順位に基づき

重点的な予算配分を行う。

９ 改革の推進の手順及び移行時期等
（１）直ちに取り組むべき措置
① 新会社発足までの間の高速自動車国道等建設の計画見直し

、 、道路関係四公団は 新会社発足までの間の工事について
本委員会においてとりまとめた基準による個別路線の優先
順位に基づき、建設の計画を見直し、重点的な予算配分を
行う。

１
１



建設中高速道路の取扱判断基準（案）

本基準（案）は、

第２回集中審議（８月２２・２３日）、
第１８回（９月１３日）委員会、
第２６回（１０月２９日）委員会に
提出された資料を基に取りまとめたものであり、
最終意見と一部異なる部分がある。

（道路関係四公団民営化推進委員会 資料）

参考資料２
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２



ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ （B-C'≧０）

建設中高速道路の取扱判断基準（イメージ）
対 象 路 線

社会的余剰≧０
（Ｂ－Ｃ’≧０）※進捗状況を考慮

計画見直し

供給者余剰≧０
（Ｒ－Ｃ≧０）

ＮＯ（B-C’＜０）

STEP1STEP1

STEP2STEP2

有料道路事業による整備の可否
（投資限度額比率≧０）

客観的な指標による
基準により、優先順位を決定

（指標：　事業効率、採算性、その他外部効果）

ＮＯ（R-C＜０）

ＹＥＳ

優先順位下位

STEP3STEP3

STEP4STEP4

外生的な条件
（最大投資限度額○兆円 等）

により上位箇所を選別

STEP5STEP5

ＹＥＳ（R-C≧０）

投資限度額の算定

前提条件：
交通量の見込み
金利の見込み
５０年以内の返済
コスト縮減…

注）Ｂ:便益、Ｃ：費用(事業費＋維持管理費)、Ｒ：収入

新会社が実施

優先順位上位

国等が実施

管理費を賄えるか管理費を賄えるか

事業を継続するか否か事業を継続するか否か

他からの支援なく
有料道路事業が成立するか

他からの支援なく
有料道路事業が成立するか

事業主体との調整

新会社が
国と対等な立場で

協議し、契約

STEP6STEP6

（参考）

１
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ＳＴＥＰ０：　便益（Ｂ）、費用（Ｃ（又はＣ’））、収入（Ｒ）の算定手法（案）

①新しい将来交通量需要予測

②コスト削減
　　○建設コスト

　　○管理コスト

前提条件の見直し前提条件の見直し 便益（Ｂ）の算定

費用（Ｃ（又はＣ’））の算定

収入（Ｒ）の算定

※費用便益分析マニュアル（案）（平成１０年６月２６日付け建設省都街発第４６号、建設省道経発第１４号）による。

○当該路線及び周辺道路利用者が享受する便益を算定。
　　（供用後一定期間の総額を現在価値化したもの）

　・具体的には、当該路線を整備した場合と整備しない場合の次の便益総計の差として算出

　　　①走行時間短縮便益

　　　②走行経費減少便益

　　　③交通事故減少便益

※費用便益分析マニュアル（案）（平成１０年６月２６日付け建設省都街発第４６号、建設省道経発第１４号）による。

○当該路線の事業費（又は残事業費）及び維持管理費の合計。
　　（供用後一定期間の総額を現在価値化したもの）

注：　Ｃは事業費及び維持管理費、Ｃ’は残事業費及び維持管理費

○当該路線の料金収入の合計。
　　（供用後一定期間の総額を現在価値化したもの）

１
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　ＳＴＥＰ１：　「事業を継続するか否か」を判断

　ＳＴＥＰ２：　「他からの支援なく有料道路事業が成立するか」を判断

○ 社会的余剰＝Ｂ－Ｃ’（進捗状況を考慮）　≧ ０の場合は、事業を継続する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒ ｢ＳＴＥＰ－２｣ へ進む

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜ ０の場合は、計画を見直す。

○ 供給者余剰＝Ｒ－Ｃ　≧ ０の場合は、事業費、管理費とも全て料金により賄えるものと判断。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒ ｢ＳＴＥＰ－６｣ へ進む

　　　　　　　　　　　　　　　 ＜ ０の場合は、一部他からの支援が必要なものと判断。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ⇒ ｢ＳＴＥＰ－３｣ へ進む

※注：　Ｂ、Ｃ、Ｃ’、Ｒは、｢ＳＴＥＰ ０｣を参照｡

１
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便益（B)

維持管理費（C2)建設費（C1)

建設に伴う収入増（R)

一定期間

費用C=建設費C1+維持管理費C2

評価基準年
残事業費（C1')

○投資限度額比率：　　（Ｒ－Ｃ2 ）／Ｃ1

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝投資資金回収見込額／施設整備投資額

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝（料金収入（一定期間分）－維持管理費（一定期間分））／建設費

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝道路建設に１００投資し、それを一定期間運営した場合に、回収可能と見込まれる投資資金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価基準年を設定した上で、現在価値化）

　ＳＴＥＰ３：　「有料道路事業による整備の可否（管理費を賄えるか）」を判断

○ 投資限度額比率＝（Ｒ－Ｃ２）／Ｃ１　≧ ０の場合は、有料道路事業制度の活用を検討する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒ 「ＳＴＥＰ－４」へ進む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜ ０の場合は、有料道路事業制度は活用しない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒ 「国等が実施」　　　　　　　　　　　　　　　

＜＜投資限度額比率とは＞＞

供用

１
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　ＳＴＥＰ４：　客観的な指標による基準により、優先順位を決定

大項目 中項目 評価項目例

事業効率

採算性

その他外部効果 広域的な効果

住民生活や安全への効果

地域経済への効果

新幹線、空港等幹線交通網への利便性が高まる

物流拠点へのアクセスが容易になり、産業立地を振興する

並行道路で冬季交通障害や異常気象時に通行規制される区間がある 　　　　　 　　　　　　Ｘ３

高度な医療施設までの搬送時間が短縮される

高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる

拠点都市間を連絡し、相互の連携が可能になる

並行道路が通行止になった場合の迂回路が長大である

沿道に既に工業団地等の計画がある、または存在する

複数の主要観光地を連絡し、広域的な観光産業の発展に貢献する

建設コストの回収

投資効率 残事業費に対する費用便益比（Ｂ／残事業費） 　　　 　　　　　　　　 　　　　　Ｘ１

投資限度額比率（建設費のうち有料道路事業によって賄える割合）　　 　　　　　Ｘ２

評点（偏差値）

総合評価点＝αX１＋βX２＋γX３

（参考１を参照）

（参考２を参照）

（参考３を参照）

※　α,β,γは、重み（ただし、α＋β＋γ＝１）。

　　重みは、判定者の判断により、予め決定。

（※進捗状況を考慮）

○ 路線（区間）毎に、事業効率､採算性､その他外部効果（下記）について、参考１～３に基づき、評点を算出。

○ 評価項目毎に､全路線（区間）の中での相対的な値（偏差値）を算出した上で、予め決定した重みを乗じて、　
　　総合評価点を算出。

○ 路線（区間）毎の総合評価点により、優先順位を決定。

＜＜優先順位を決定するための評価項目＞＞

１
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便益（B)

維持管理費（C2)
建設費（C1)

建設に伴う収入増（R)

一定期間

費用C=建設費C1+維持管理費C2

評価基準年

残事業費（C1')

○残事業費に対する費用便益比：　　Ｂ／（Ｃ1’＋Ｃ2 ）

　　　　　評価基準年以降の投資全体の効率性を表す

　　（参考１）　事業効率を表す指標：　残事業費に対する費用便益比

供用

１
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○投資限度額比率：　　（Ｒ－Ｃ2 ）／Ｃ1

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝投資資金回収見込額／施設整備投資額

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝（料金収入（一定期間分）－維持管理費（一定期間分））／建設費

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝道路建設に１００投資し、それを一定期間運営した場合に、回収可能と見込まれる投資資金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価基準年を設定した上で、現在価値化）

　　（参考２）　採算性を表す指標：　投資限度額比率

便益（B)

維持管理費（C2)
建設費（C1)

建設に伴う収入増（R)

一定期間

費用C=建設費C1+維持管理費C2

評価基準年

残事業費（C1')

供用

１
９



①拠点都市間を連絡し、相互の連携が可能にな る

①当該区間の整備により、連結される拠点都市人口：X1-1（万人）、X1-２（万人）

②対象拠点都市間の距離：D、そのうち未開通区間の距離：ΔD
　　　　　評点＝ （X1-1×X1-２）/D×（１－ΔD/D）

②新幹線、空港等幹線交通網への利便性が高まる

①新たに新幹線駅に６０分以内でアクセス可能となる人口：X２-1（万人）
②新たに空港に９０分以内でアクセス可能となる人口：X２-２（万人）
　　　　　評点＝　X２-1＋X２-２

③高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる
①並行する道路を利用する中長距離都市間バスの便数：X３-1 （本）
　　　　　評点＝　X３-1

広
域
的
な
効
果

⇒これら９項目について「評点」の偏差値の平均点を算出し、「その他外部効果」の評点とする
（各指標の評点を直接足し合わせることができないので、一旦、各指標毎に偏差値という相対的な値にした上で、その平均をとる。）

④高度な医療施設までの搬送時間が短縮される

①新たに３次医療施設に６０分以内にアクセス可能となる人口の割合注1：X４-1（％）
②新たに救急車による３０分以内の搬送が可能になる人口の割合：X４-２（％）
　　　　　評点＝　X４-1＋X４-２

⑤並行道路で冬季交通障害や異常気象時に通行規制される区間がある

①冬季交通障害等により目的地に到達できない総時間：X５-1（時間／年）
　　　　　評点＝　X５-1

⑥並行道路が通行止になった場合の迂回路が長大である

①並行道路と次に距離の短い迂回路の距離の差：X６－１（ｋｍ）
　　　　　評点＝　X６-1

住
民
生
活
や

安
全
へ
の
効
果

⑦物流拠点へのアクセスが容易になり、産業立地を振興する

①12m以上のバースのある港湾へ，新たに90分以内に到達できる地域の
　　製造品出荷額：X７-1（億円）
　　　　　評点＝　X７-1

⑨沿道に既に工業団地等の計画がある、または存在する

①高速道路I．C．から30分以内で到達できる工業団地等の面積：X９-1（ha）
　　　　　評点＝　X９-1

⑧複数の主要観光地を連絡し、広域的な観光産業の発展に貢献する

①高速道路I．C．から60分以内で到達できる観光地の年間の入り込み客数：X８-1（万人）

　　　　　評点＝ 　X８-1

地
域
経
済
へ
の
効
果

○これらの指標により、「ネットワークが完成することによる効果」等について定量評価が可能

評点＝ （X1-1×X1-２）/D×（１－ΔD/D）

注1：新たに60分でアクセス可能となる人口／整備前の60分アクセス圏の人口

　（参考３）　「その他外部効果」の定量化手法（イメージ） ※　ここに示す指標は、例示であり、今後の調査研究成果の蓄積を踏まえ、
　　適切な評価が可能となるよう見直していくことが必要。

２
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　ＳＴＥＰ５：　外生的な条件により上位箇所を選別（判断手法（イメージ））

・

・

・

・

・

４５

４７

４６

４８

５１

５２

５１

５５

５７

５４

５９

６３

６０

６６

６３

６８

７１

①事業効率

評価項目（偏差値による評価）

・・４９５０４９ＯＰ　～　ＯＱＯ自動車道

・・５０４７５２ＪＫ　～　ＪＬＪ自動車道

・・５１５０５１ＥＦ　～　ＥＧＥ自動車道

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

・・４４４０４７ＣＤ　～　ＣＥＣ自動車道

・・４７５１４３ＴＵ　～　ＴＶＴ自動車道

・・４８５８４０ＸＹ　～　ＸＺＸ自動車道

・・５２６０４５ＳＴ　～　ＳＵＳ自動車道

◆★★★５４５８４９ＵＶ　～　ＵＷＵ自動車道

▲◆◆◆５６５３５８ＬＭ　～　ＬＮＬ自動車道

○兆円▲▲５７６４５３ＩＪ　～　ＩＫＩ自動車道

☆●

▽☆

◇▽

□◇

△□

×△

××

累　計

（億円）

●●

☆☆

▽▽

◇◇

□□

△△

××

残事業費

（億円）

５８

６０

６１

６５

６７

６８

７０

総合評価点※

④

５８

５７

６４

６６

７１

６６

７０

③その他　　
　外部効果

５７

６０

５９

６３

６７

７０

６９

②採算性

ＹＺ　～　ＹＡ

ＧＨ　～　ＧＩ

ＡＢ　～　ＡＣ

ＦＧ　～　ＦＨ

ＤＥ　～　ＤＦ

ＭＮ　～　ＭＯ

ＢＣ　～　ＢＤ

区間
（実施計画区間）

Ｙ自動車道

Ｇ自動車道

Ａ自動車道

Ｆ自動車道

Ｄ自動車道

Ｍ 自動車道

Ｂ自動車道

路線名

投資限度額

○兆円

委員会の意見

前提条件：

　交通量の見込み
　金利の見込み
　５０年以内の返済
　コスト縮減

・・・

※④＝α×①＋β×②＋γ×③

　（この例では、α＝β＝γ＝１／３）

２
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偏差値：　40

　　　注：括弧内は偏差値を表す
　　　　　　（「その他外部効果」の具体的な定量化手法計算イメージは次項）

大項目 中項目 評価項目例

①事業効率

②採算性

③その他外部効果 広域的な効果

住民生活や安全への効果

地域経済への効果

新幹線、空港等幹線交通網への利便性が高まる　（30）

物流拠点へのアクセスが容易になり、産業立地を振興する　（37）

並行道路で冬季交通障害や異常気象時に通行規制される区間がある　（80）

高度な医療施設までの搬送時間が短縮される　（60）

高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる　（66）

拠点都市間を連絡し、相互の連携が可能になる　（67）

並行道路が通行止になった場合の迂回路が長大である　（70）

沿道に既に工業団地等の計画がある、または存在する　（38）

複数の主要観光地を連絡し、広域的な観光産業の発展に貢献する　（76）

建設コストの回収

投資効率 残事業費に対する費用便益比（Ｂ／残事業費）

投資限度額比率（建設費のうち有料道路事業によって賄える割合）　

（母集団 平均 1.7，標準偏差 0.5　と仮定）

（母集団 平均 0.5，標準偏差 0.3　と仮定）

偏差値：　46

（54)

（70）

（50）

当該路線の総合評価点

４８
＝1/3＊46+1/3＊40+1/3＊58

1.5

0.2

偏差値：　58

残事業費に対する費用便益比

投資限度額比率

（別添）　路線（区間）毎の総合評価点の試算例

・・・・地方部閑散路線を例とした　評価計算イメージ・・・・

※この例では、α＝β＝γ＝１／３２
２



２３ 

「その他外部効果」定量化手法計算イメージ 

例：Ⅹ自動車道 Ａ I.C. ～ Ｂ I.C. 間 60 km 

 

 

 

（１）拠点都市間を連絡し，相互の連携が可能になる 

１）当該区間の整備により，連結される拠点都市人口：X1-1，X1-2（万人） 

 Ｃ市：X1-1＝130 万人 
Ｄ市：X1-2＝20 万人 

２）対象拠点都市間の距離：D，そのうち未開通区間の距離：ΔD 

評価指標 

 Ｃ  I.C. ～ Ｄ I . C .       ：D＝120 km 
Ａ  I.C. ～ Ｂ I . C .       ：ΔD＝60 km 

評点 偏差値 
(X1-1×X1-2)/D×(1-ΔD/D) 
＝10.8（万人×万人/km） 

67 

（母集団 平均 7.5，標準偏差 2 と仮定） 

（２）新幹線，空港等幹線交通網への利便性が高まる 

１）新たに新幹線に 60 分以内でアクセス可能となる人口：X2-1（万人） 

 対象新幹線なし 

２）新たに空港に 90 分以内でアクセス可能となる人口：X2-2（万人） 

評価指標 

 Ｃ 空港：0.2 万人 
Ｄ 空港：なし 

評点 偏差値 
X2-1+X2-2 
＝0.2（万人） 

30 

（母集団 平均 30 万人，標準偏差 15 万人と仮定） 

（３）高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる 

１）並行する道路を利用する中長距離都市間バスの便数：X3-1（本） 評価指標 

 Ｃ市～Ｄ市：10 本，Ｃ市～Ｅ市：4 本，Ｃ市～Ｆ市：4 本 

評点 偏差値 
X3-1 
＝18（本） 

66 

（母集団 平均 10 本，標準偏差 5 本と仮定） 



２４ 

 

注：新たに 60 分でアクセス可能となる人口／整備前の 60 分アクセス圏の人口 

 

 

 

（４）高度な医療施設までの搬送時間が短縮される 

１）新たに 3 次医療施設に 60 分以内にアクセス可能となる人口の割合注 
：X4-1（％） 

 Ｃ市まで：なし 
Ｄ市まで：1.5% 

２）新たに救急車による 30 分以内の搬送が可能となる人口の割合 
：X4-2（％） 

評価指標 

 なし 

評点 偏差値 
X4-1+X4-2 
＝1.5（％） 

60 

（母集団 平均 1%，標準偏差 0.5%と仮定） 

（６）並行道路が通行止めになった場合の迂回路が長大である 

１）並行道路と次に距離の短い迂回路の距離の差：X6-1（km） 評価指標 

 Ｃ市～Ｄ市 
最短ルート     200 km 
迂回ルート１   250 km 
迂回ルート２  300 km 

評点 偏差値 
X6-1 
＝50（km） 

70 

（母集団 平均 20km，標準偏差 15km と仮定） 

（５）並行道路で冬季交通障害や異常気象時に通行規制される区間がある 

１）冬季交通障害等により目的地に到達できない総時間：X5-1（時間/年） 評価指標 

 G 地点～H 地点 30km；雪崩および土砂崩落 
20 時間／年 

評点 偏差値 
X5-1 
＝20（時間） 

80 

（母集団 平均 5 時間，標準偏差 5 時間と仮定） 



２５ 

 

 

 

 

 

 

 

（８）複数の主要観光地を連絡し，広域的な観光産業の発展に貢献する 

１）高速道路 I.C.から 60 分以内で到達できる観光地の年間の入り込み客数 
：X8-1（万人） 

評価指標 

 Ｊ  I .C.   ：350 万人 
Ｋ  I .C.   ：800 万人 
Ｌ  I.C. ：500 万人 

評点 偏差値 
X8-1 
＝1,650（万人） 

76 

（母集団 平均 600 万人，標準偏差400 万人と仮定） 

（９）沿線に既に工業団地等の計画がある，または存在する 

１）高速道路 I.C.から 30 分以内で到達できる工業団地等の面積：X9-1（ha） 評価指標 

 
Ｋ  I .C.   ：15 ha 
Ｌ  I.C. ：10 ha 

評点 偏差値 
X9-1 
＝25（ha） 

38 

（母集団 平均 50ha，標準偏差 20ha と仮定） 

（７）物流拠点へのアクセスが容易になり，産業立地を振興する 

１）12m 以上のバースのある港湾へ，新たに 90 分以内に到達できる地域の 
製造品出荷額：X7-1（億円） 

評価指標 

 Ｉ港 
Ｊ市：100 億円 

評点 偏差値 
X7-1 
＝100（億円） 

37 

（母集団 平均 500 億円，標準偏差300 億円と仮定） 



高速道路の総合評価における評価項目・指標

評価の視点 評 価 項 目 指標

走行時間短縮便益

走行経費減少便益

交通事故減少便益

投資限度額比率
Ｒ/Ｃ

（※2）

高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる 指標１

新幹線・空港等幹線交通網への利便性が高まる 指標２

高度な医療施設までの搬送時間が短縮される 指標３

拠点都市間を連絡し、相互の連携が可能になる 指標４

日常活動圏の中心都市へのアクセスが向上する 指標５

複数の主要観光地を連絡し、広域的な観光産業の
発展に貢献する 指標６

物流拠点へのアクセスが容易になり、産業立地を
振興する 指標７

高速道路へのアクセスが容易になり、農林水産品
の流通の利便性が向上する 指標８

高速道路の整備とあわせた地域振興計画が進め
られている 指標９

自動車からのNOX、SPM排出量が削減される 指標10

並行道路において騒音レベルが低減する 指標11

自動車からのCO2排出量が削減される 指標12

並行する緊急輸送道路が通行止めになった場合
の迂回路が長大である 指標13

並行する緊急輸送道路で冬季交通障害や異常気
象時に通行規制される区間がある 指標14

並行する高速道路の代替路線を形成する 指標15

その他
地方公共団体

の取り組み

　地方公共団体が策定する地域計画との
整合や、利用増進・コスト縮減など、事業実
施に対する地方公共団体の自主的な取り
組みや協力姿勢を評価。

地方の創意工夫による自主的な取り組み状況を評
価する

指標16

※１　Ｂ：当該道路及び周辺道路利用者が享受する便益（当該路線を整備した場合と整備しない場合の便益総計の差）
　　　Ｃ：当該路線の事業費及び維持管理費の合計
　　　Ｃ’：当該路線の残事業費及び維持管理費の合計
※２　Ｒ：投資資金回収見込額（料金収入から維持管理費を差し引いたもの）

Ｂ-Ｃ
又は

Ｂ-Ｃ’
（※1）

　高速道路整備によって周辺道路の負荷が
軽減されることによる生活環境の保全・改
善への寄与及び地球温暖化対策への寄与
を評価。
　評価対象区間は環境アセスメント実施済
であることから、自然環境・生活環境への
負の影響は考慮しない。

　自然災害時や大規模事故時における緊
急輸送道路の代替路を形成し、地域の安
全性向上を評価する。
　また、高速ネットワークの代替路線形成に
よる国土のリダンダンシー向上を評価す
る。
　交通事故減少による安全性向上は便益と
重複するので評価しない。

住民生活

地域経済

環境

安全

　地域の経済・生活・文化・教育等の拠点と
なる都市へのアクセス向上や都市相互の
連携補完による、地域社会の自立と定住に
寄与する効果を評価。
　また、観光地へのアクセス向上による地
域情報の発信、地域文化の振興並びに観
光振興への寄与を評価。

　産業立地・振興や、農林水産業の振興に
寄与する物流・流通の利便性向上を評価。
　また、高速道路の整備とあわせて進めら
れている地域振興計画の実現による、地域
経済への効果を評価。

　公共交通による他地域への移動時間を短
縮し、生活機会や交流人口の拡大に資する
効果を評価。
　また、高次医療施設までの搬送時間の短
縮による、住民生活の安心向上を評価。
　渋滞緩和による利便性向上は、便益と重
複するので評価しない。

　高速道路整備による直接的な便益のう
ち、貨幣換算可能となる３項目を評価
（有料・無料の別に算定）。

　有料道路として区間毎に、料金収入に
よる費用回収の割合を評価。

波
及
的
影
響

（
そ
の
他
外
部
効
果

）

大項目・中項目
（小項目）

地域社会

費用対便益

採　算　性

・生活機会の拡大
・公共サービスの向上

・地域社会の安定化
・地域文化の振興

・生活環境の保全
・地球環境の保全

・事故・災害の減少
・二次的影響の軽減

・生産の拡大
・雇用の増加

参考資料３（道路事業評価手法検討委員会 資料）

２６



２７ 

評価指標の定義と評価点の考え方（案） 

 

指標１．高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる 

目 的 高速ネットワークを用いた、生活圏の中心都市相互を連絡する新たな公共交通機関が整備され

ることによる、都市間交通の利便性向上を評価する。 

 

     評価点＝T2／T1 
T1 ： 対象区間により連絡される拠点都市間の鉄道による最短移動時間（分） 

T2 ： 対象区間供用に伴うバス路線の新設により短縮される都市間移動時間（分） 

 

指 標 

【定義】 
• 拠点都市 

   ・生活圏中心都市および政令指定市が対象 
   ・各対象区間毎に、連絡すべき拠点都市として対象区間近傍の都市ペアを設定 

• 鉄道による最短移動時間 
・拠点都市の中央駅間の鉄道による移動時間 
 ※汎用検索ソフト（駅すぱあと）による（時刻表に対応している）。 

   ・新幹線，特急，急行も考慮 
     ・拠点都市の中央駅－市役所間の移動時間も考慮 

 ※但し、自動車移動のみで、歩行による移動は考慮していない 
   ・現況で鉄道による連絡がない、又は道路利用（バス利用を想定）の方が移動時間が短い

拠点都市間に関しては、道路による移動時間としている 
• 対象区間供用に伴うバス路線の新設により短縮される都市間移動時間の設定 

   ・対象区間供用により高速バスが新設されると仮定し、その場合の移動時間をバス利用に
よる時間とした 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用により、現況での鉄道移動より道路利用による移動時間の方が短くなる場合

は、その時間短縮率によって都市間交通の利便性向上を評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

都市 A 都市 B 
 

現況の鉄道による移動時間（TT） 

A 駅 B 駅 

高規格（供用） 対象区間 

将来の高速バスによる移動時間（TB） 

• TB＜TT となる場合

に評価点。 
• TB＞TT となる場合

は、0 点とする。 
 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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２８ 

 

指標２．新幹線・空港等幹線交通網への利便性が高まる 

目 的 全国一日行動圏を達成し、交流人口の増大に資するための高速交通体系へのアクセス向上、特

に新幹線・空港へのアクセス向上を評価する。 

 

 
 

 

t2-1 ： 現況での３次メッシュ中心から新幹線駅へのアクセス所要時間（分） 

t2-2 ： 現況での３次メッシュ中心から空港へのアクセス所要時間（分） 

t2-3 ： 対象区間供用時の３次メッシュ中心から新幹線駅へのアクセス所要時間（分） 

t2-4 ： 対象区間供用時の３次メッシュ中心から空港へのアクセス所要時間（分） 

p2-1 ： 当該３次メッシュ内の人口（万人） 

指 標 

 

【定義】 

• ３次メッシュ 

・全国の地域を一辺約 1km の正方形で分割した区画で、各種統計の集計単位として用いられる。 

 （昭和 48 年 7 月 12 日 行政管理庁告示第 143 号 

「統計に用いる標準地域メッシュおよび標準地域メッシュ・コード」） 

 以下の指標においても同様。 

• 新幹線駅 

   ・フル規格＋ミニ新幹線（100 駅） 

   ・整備計画路線（フル規格）を含む。 

• 空港 

   ・第三種以上及び共用飛行場（離島除き 57 空港） ※「数字で見る航空 2002」による 

   ・建設中及び建設予定を含む。 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用によりアクセス所要時間が短縮される場合に加点。 

・アクセス所要時間が短縮される３次メッシュ内の人口が多いほど評価点が高くなるよう、 

３次メッシュ内人口で加重する。 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 

 
新幹線駅 

評点＝
1

2
1－

t2-3×p2-1

t2-1×p2-1

＋ 1－
t2-4×p2-1

t2-2×p2-1

当該 3 次メッシュ 

対象区間 

現況所要時間 t2- 1 

将来所要時間 t2- 3 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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２９ 

 

指標３．高度な医療施設までの搬送時間が短縮される 

目 的 高次医療施設までの搬送時間が短縮されることによる救急救命率の向上と、それに伴う地域 

全体の生命に対するリスク低減効果（安心向上）を評価する。 

 

 
 

 

t3-1 ： 現況での３次メッシュ中心から第三次医療施設へのアクセス所要時間（分） 

t3-2 ： 対象区間供用時の３次メッシュ中心から第三次医療施設へのアクセス所要時間（分） 

p3-1 ： 当該３次メッシュ内の人口（万人） 

指 標 

【定義】 

• 第三次医療施設 
   ・重症及び複数の診療科領域にわたるすべての重篤な救急患者を 24 時間体制で受け入れ、

かつ高度な診療機能を有する医療機関（沖縄県を除く 156 施設） 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用によりアクセス所要時間が短縮される場合に加点。 

・アクセス所要時間が短縮される３次メッシュ内の人口が多いほど評価点が高くなるよう、 

３次メッシュ内人口で加重する。 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 
評点＝1－

t3-1×p3-1

t3-2×p3-1

 
第三次医療施設 

当該 3 次メッシュ 

対象区間 

現況所要時間 t3- 1 

将来所要時間 t3- 2 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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３０ 

 

指標４．拠点都市間を連絡し、相互の連携が可能になる 

目 的 地域の経済、生活、文化、教育等の拠点となる生活圏の中心都市相互を効果的に連絡し、地域

間交流の活発化を通じ、地域振興と高次サービスの相互補完を図る。 

【拠点都市間が現況において高速道路で連絡されていない場合】 

     評価点＝∑｛（X4-1×X4-2）／D×（⊿D/D）｝ 
X4-1，X4-2 ： 対象区間の整備により、連結される拠点都市人口（万人） 

D ： 対象拠点都市間の距離(km) 

⊿D ： 拠点都市間の時間最短経路として使われた対象区間の距離(km) 

 

【拠点都市間が現況において高速道路で連絡されている場合】 

     評価点＝∑｛（X4-1×X4-2）／D×（⊿D/D）×α｝ 

α ： 連絡時間短縮率 ＝ ｛（現況の最短連絡時間(h)）－（対象区間供用時

の最短連絡時間(h)）｝/（現況の最短連絡時間(h)） 

 

※拠点都市ペアは、連絡時間短縮率の大きいものから最大 10 を選ぶものとする。 

指 標 

 

【定義】 

• 拠点都市 
   ・地方部は生活圏中心都市（離島除き 167 都市）、大都市圏は政令指定市（12 都市）およ

び業務核都市（10 都市） 

• 対象拠点都市ペア 
   ・一日行動圏が片道約 3時間であることに基づく、都市間最短距離が 300km 以内の全拠点

都市ペア 

• 連絡される拠点都市 
   ・対象区間の供用により、現況の都市（役場）間連絡時間が短縮される拠点都市ペア 

• D 
   ・対象区間供用時の時間最短経路の距離 

• ⊿D 
   ・拠点都市間の時間最短経路として使われた対象区間の距離 

【評価点の考え方】 

・拠点都市間を連絡する重要度を連絡する都市の人口（2乗比例）と距離（反比例）で評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 

拠点 A

高速道路 対象区間 

対象区間供用時の時間最短経路 

D（都市間距離） 

⊿D 
拠点 B

距離最短経路 ≦ 300km  

既存高速道路 
連絡時間 t4-2AB 

対象区間 
連絡時間 t4-1AB 

t4-2AB－ t4-1AB  
拠点 B

拠点 A
拠点 C

連絡時間 t4-1AC  

αAC=1 

t4-2AB 
αAB= 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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３１ 

 

指標５．日常活動圏の中心都市へのアクセスが向上する 

目 的 日常活動圏の中心都市へのアクセスが向上することによる、公共サービスに対する利便性の向

上、生活機会の拡大等を通じた生活圏としての自立と定住の効果を評価する。 

 

 

 

 

t5-1 ： 現況での３次メッシュ中心から日常活動圏中心都市へのアクセス所要時間（分） 

t5-2 ： 対象区間供用時の３次メッシュ中心から日常活動圏中心都市へのアクセス所要

時間（分） 

p5-1 ： 当該３次メッシュ内の人口（万人） 

指 標 

【定義】 

• 日常活動圏中心都市 
   ・指標４の「拠点都市」と同様。 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用によりアクセス所要時間が短縮される場合に加点。 

・アクセス所要時間が短縮される３次メッシュ内の人口が多いほど評価点が高くなるよう、 

３次メッシュ内人口で加重する。 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 

 
評点＝1－

t5-2×p5-1

t5-1×p5-1

 
日常活動圏中心都市 

当該 3 次メッシュ 

対象区間 

現況所要時間 t5- 1 

将来所要時間 t5- 2 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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３２ 

 

指標６．複数の主要観光地を連絡し、広域的な観光産業の発展に貢献する 

目 的 主要観光地へのアクセスが向上し周遊性が高まる結果、広域的な観光産業が発展する効果を 

評価する。 

 

 
 

t6-1 ： 現況での市町村役場から高速道路 IC へのアクセス所要時間（分） 

t6-2 ： 対象区間供用時の市町村役場から高速道路 IC へのアクセス所要時間（分） 

X6 ： 市町村の年間観光入込客数（万人） 

指 標 

【定義】 

• アクセス所要時間 

   ・各市町村の役場から高速道路 IC へ到達するまでに要する時間 

• 年間観光入込客数 
   ・市町村単位の年間観光入込客数（各都道府県データ） 

• 高速道路 
   ・高速自動車国道、国道自専道部、都道府県道及び政令市市道自専道部、都市高速道路  

（指標８と同様） 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の供用により、最寄りの高速道路 IC へのアクセス所要時間が短縮される市町村  

全体の観光入込客数で評価。 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 

 

市町村役場 

対象区間 
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将来所要時間 t15-2 

IC 

IC 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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指標７．物流拠点へのアクセスが容易になり、産業立地・振興を支援する 

目 的 物流の拠点となる主要な空港・港湾へのアクセスが向上することによる、地域への産業立地・

産業振興等の効果を評価する。 

 

 

 

t7-1 ： 現況での市町村役場から主要な空港・港湾へのアクセス所要時間（分） 

t7-2 ： 対象区間供用時の市町村役場から主要な空港・港湾へのアクセス所要時間（分） 

X7  ： 市町村の年間工業製品出荷額（億円） 

指 標 

【定義】 

• 主要な港湾 
   ・国際コンテナ航路の発着港湾（58 港湾） ※「港湾ポケットブック 2002」による 

• 主要な空港 
   ・第三種以上及び共用飛行場（離島除き 57 空港） ※「数字で見る航空 2002」による 
   ・建設中及び建設予定を含む。 

• アクセス所要時間 
   ・各市町村の役場から主要な空港・港湾へ到達するまでに要する時間 

• 年間工業製品出荷額 
   ・１年に従業者４人以上の事業所（工業）が製造したもののうち、出荷した分の価格総額 

※H12 年工業統計表による 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用により物流拠点へのアクセス所要時間が短縮される場合に市区町村の工業 

製品出荷額で評価 

 

 
 

 

 
 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 

 
主要な空港・港湾 
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対象区間 

現況所要時間 t6- 1 

将来所要時間 t6- 2 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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指標８．高速道路へのアクセスが容易になり、農林水産品の流通の利便性が向上する 

目 的 高速道路 IC までのアクセスが向上することによる、地域の農林水産品の流通の利便性が向上  

する効果を評価する。 

 

 
 

t8-1 ： 現況での市町村役場から高速道路 IC へのアクセス所要時間（分） 

t8-2 ： 対象区間供用時の市町村役場から高速道路 IC へのアクセス所要時間（分） 

X8  ： 市町村の農林水産品出荷額（億円） 

指 標 

【定義】 

• アクセス所要時間 

   ・各市町村の役場から高速道路 IC へ到達するまでに要する時間 

• 農林水産品出荷額 
・ 農業：市町村単位の農業粗生産額 
・ 林業：（市町村の人工林面積/都道府県の人工林面積）×都道府県の粗生産額 
・ 水産業：以下の額の合計 

海 面 漁 業 漁 獲 金 額＝市町村の経営体数×１経営体平均漁獲金額 
内水面養殖業販売金額＝市町村の経営体数×１経営体平均販売金額 
湖 沼 漁 業 販 売 金 額＝市町村の経営体数×１経営体平均販売金額 

• 高速道路 
   ・高速自動車国道、国道自専道部、都道府県道及び政令市市道自専道部、都市高速道路 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の供用により、最寄りの高速道路 IC へのアクセス所要時間が短縮される市町村  

全体の農林水産品出荷額で評価。 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 
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IC 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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指標９．高速道路の整備とあわせた地域振興計画が進められている 

目 的 高速道路の整備を契機として地方公共団体等が整備中又は計画中の地域振興プロジェクトの

実現により、地域経済の活性化や雇用の創出に寄与する効果を評価する。 

 

  評価点＝(T9-1+T9-2)/2 

 

T9-1 ： 新たに整備される高速道路 IC から１０km 以内で進められている地域振興プロ

ジェクトの計画面積(ha)を評価点とした場合の偏差値 

T9-2 ： 新たに整備される高速道路 IC から１０km 以内で進められている地域振興プロ

ジェクト地区の事業費（億円）を評価点とした場合の偏差値 

指 標 

【定義】 

• 地域振興プロジェクト 
・ 土地区画整理事業、再開発事業、住宅地整備、その他地域拠点形成事業 
・ 工業団地、物流団地、その他産業支援拠点 
・ 公園整備 
・ 道の駅整備     等 

※国交省調査による（H15、IC10km 圏の未完成プロジェクト） 
     

• 地域振興プロジェクト地区の位置 
   ・上記調査時の報告所在地（住所）で代表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

現況 I C 新規 I C 

新たに I C に 10km 以内で 
到達可能となるプロジェクト地区 

現況 10km圏域 新たな 10km圏域 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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指標１０．自動車からの NOX、SPM 排出量が削減される 

目 的 高速ネットワークへの交通の転換に伴う自動車交通の走行速度の向上により、自動車からの

NOX、SPM の排出量が削減され、生活環境の保全に寄与する効果を評価する。 

 
評価点＝max(Hn,Hs) 

Hn：NOX 排出削減率 

Hn＝1－｛Σ（ani(v’n)×Q’ni）/Σ（ani(vn)×Qni）｝ 

 

an(v) ： NOX 排出原単位（g/km 台） 

Qn ： 影響圏域内の道路の現況交通量

（台キロ） 

Q’n ： 影響圏域内の道路の対象区間整

備後交通量（台キロ） 

vn ： 影響圏域内の道路の現況速度

(km/h) 

v’n ： 影響圏域内の道路の対象区間整

備後速度(km/h) 

I ： 車種区分（大型、小型） 

Hs：SPM 排出削減率 

Hs＝1－｛Σ（bsi(v’s)×Q’si）/Σ（bsi(vs)×Qsi）｝ 

 

bs(v) ： SPM 排出原単位（g/km 台） 

Qs ： 影響圏域内の道路の現況交通量

（台キロ） 

Q’s ： 影響圏域内の道路の対象区間整

備後交通量（台キロ） 

vs ： 影響圏域内の道路の現況速度

(km/h) 

v’s ： 影響圏域内の道路の対象区間整

備後速度(km/h) 

i ： 車種区分（大型、小型） 

指 標 

【定義】 

• NOX、SPM 排出原単位 
   ・速度別、２車種別（大型、小型）（国土技術総合政策研究所（H12）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の供用に伴う自動車交通の走行速度の向上により、地域の生活環境の保全に寄与 

する効果を、NOX、SPM の排出削減率で評価。 

・NOX、SPM のうち排出削減率が大きい方で代表。 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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指標１１．並行道路において騒音レベルが低減する 

目 的 並行道路の交通量の減少により、並行道路の沿道地域の騒音レベルが低減し、沿道住民の生活

環境の保全に寄与する効果を評価する。 

 
評価点＝X11 

 

X11 ： 並行道路の沿道地域の騒音レベルが 

夜間要請限度を超過している箇所（区間）がある場合 ・・・ ２点 

夜間要請限度以下で、 

環境基準を超過している箇所（区間）がある場合  ・・・ １点 

全ての区間で環境基準を満たしている場合 ・・・・・・・・ ０点 

指 標 

【定義】 

• 並行道路 
   ・対象区間の代替路線のうち、交通量、当該対象区間からの距離等を勘案し、主要な代替

路線と見なされる一般国道等。 

• 騒音レベル 
   ・H14 道路環境センサス（国土交通省） 

 

【評価点の考え方】 

・並行道路の騒音レベルが夜間要請限度または環境基準を超過している場合に、対象区間を 

評価。 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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指標１２．自動車からの CO2排出量が削減される 

目 的 高速ネットワークへの交通の転換に伴う自動車交通の走行速度向上により、自動車からの CO2

排出量が削減され、地球環境保全に寄与する効果を評価する。 

 
評価点＝∑｛（c12i(v12)×Q12i）－（c12i(v’12)×Q’12i）｝ 

 

c12(v) ： CO2 排出原単位（g/km 台） 

Q12   ： 影響圏域内の道路の現況交通量（台キロ） 

Q’12  ： 影響圏域内の道路の対象区間整備後交通量（台キロ） 

v12    ： 影響圏域内の道路の現況速度(km/h) 

v’12  ： 影響圏域内の道路の対象区間整備後速度(km/h) 

i     ： 車種区分（大型、小型） 

 

指 標 

【定義】 

• CO2 排出原単位 
   ・速度別、２車種別（大型、小型）（国土技術総合政策研究所（H12）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の供用に伴う自動車交通の走行速度の向上により、地球環境の保全に寄与する効果

を、CO2 の排出削減量で評価。 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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指標１３．並行する緊急輸送道路が通行止めになった場合の迂回路が長大である 

目 的  並行する緊急輸送道路が通行止めになった場合に、整備対象高速道路が代替路線として機能

し、現況での迂回路が大幅に短縮されることによる、地域の経済、生活等の安全性向上に対する

効果を評価する。 

     評価点＝X13 
X13 ： 対象区間に並行する緊急輸送道路と現況での迂回路の距離の差(km) 

なお、緊急輸送道路に並行して既に高速道路ネットワークが存在する場合には、

新たに並行する高速道路が整備されたとしても評価の対象としない。 

指 標 

【指標定義】 

• 対象区間に並行する緊急輸送道路 
・ 交通量、当該対象区間からの距離等からみて主要な、対象区間に並行する緊急輸送道

路。（一般国道を基本とする） 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 現況の迂回路 
・ 緊急輸送道路の全区間が不通となった場合に大型車両が通行可能な改良済・幅員 5.5m

以上かつ距離最短の路線（県道以上）。 

 

【評価点の考え方】 

・ 対象区間に並行する緊急輸送道路と現況の迂回路との距離の差で評価。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 
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高速道路（現況） 
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：迂回路（高規格以外での並行道路の次の距離最短ルート）

並行道路延長 D1km 

迂回路延長D2km 
D2－D1＝X13 

対象区間 

高速道路（現況） 

：緊急輸送道路 

：評価の対象とする区間 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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指標１４．並行する緊急輸送道路で冬季交通障害や異常気象時に通行規制される区間がある 

目 的 並行する緊急輸送道路が冬季交通障害や異常気象時に通行止めになった場合に、整備対象高速

道路が代替路線として機能することによる、地域の経済、生活等の安全性向上に対する効果を 

評価する。 

 
     評価点＝T14 

 

T14 ： 対象区間に並行する緊急輸送道路における過去 10 年間の年間平均通行止め時間（h/年） 

なお、緊急輸送道路に並行して既に高速道路ネットワークが存在する場合は、

新たに並行する高速道路が整備されたとしても評価の対象としない。 

指 標 

【定義】 

• 対象区間に並行する緊急輸送道路 
・ 交通量、当該対象区間からの距離等からみて主要な、対象区間に並行する緊急輸送 

道路。（一般国道を基本とする） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 通行止め時間 
   ・対象区間に並行する緊急輸送道路における、豪雨、豪雪等自然災害による通行止め  

（凍結によるスリップ事故や吹きだまりでの立ち往生などの事故によるものも含む）、
異常気象時における事前通行規制等による過去１０年間の年間平均通行止め時間。 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間について、その緊急輸送道路の通行止め時間を評価。 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

対象区間 

高速道路（現況） 

：緊急輸送道路 

：評価の対象とする区間 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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４１ 

 

指標１５．並行する高速道路の代替路線を形成する 

目 的 阪神大震災の経験を踏まえ、並行する高速ネットワークの代替路線が形成されることにより、

安定した国民生活と災害に強い国土構造実現のためのリダンダンシーが確保されることによる

リスク低減効果を評価する。 

 
     評価点＝X15 

 

X15 ： 現況で広域ブロック中心都市間を時間最短で連絡する高速ルート上の JCT 間が

不通となった際に、対象区間が新たな時間最短ルートを形成するか否か(１or０) 

指 標 

【定義】 

• 広域ブロック中心都市 
   ・北海道、沖縄を除く地方整備局の所在都市 
   ・本指標は高速ネットワークでのリダンダンシー検証であるため、一般道路は考慮して 

いない。従って、各整備局所在都市位置を最寄 IC ノードで代表させている。 

• JCT 

   ・異なる高規格幹線道路の路線が交差する箇所 

 

【評価点の考え方】 

・JCT 間が不通のケースにおいて、対象区間が時間最短ルートを形成する場合に対象区間を  

評価。 

・代替ルートを形成するか、しないか(１or０)で評価点し、複数の JCT 間の不通による代替  

ルートを形成しても点数は積上げず、評価点は１とする 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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４２ 

 

指標１６．地方公共団体の創意工夫による自主的な取り組み状況を評価する 

目 的 波及的影響の上記項目では評価不可能な地方の創意工夫による取り組み状況や協力姿勢を 

評価し、地方の自主的な努力に対するインセンティブを付与するため、地方公共団体が策定する

地域計画との整合や、利用増進・コスト縮減などを評価する。 

 
評価点＝X16-1＋X16-2＋X16-3 

 
X16-1 ： 地域計画との連携（１.５点満点） 
X16-2 ： 利用増進への取り組み（１.５点満点） 

X16-3 ： コスト縮減への取り組み（２点満点） 

指 標 

【定義、評価点の考え方】（カッコ内は重み） 

１．地域計画との連携 X16-1＝Xa×0.1＋Xb×0.2 

a)地域計画における高速道路の位置付けの有無（10％） 

対象路線・区間が位置づけられた地域計画が策定されている市町村数 

対象路線・区間が通過する市町村数 

条 件 評価点 
Ｘa＝1.0 ５ 

0.9≦Ｘa＜1.0 ４ 
0.8≦Ｘa＜0.9 ３ 
0.7≦Ｘa＜0.8 ２ 

Ｘa＜0.7 １ 

 

b)地域計画で期待される高速道路の機能・役割の多様性（20％） 

Ｘb＝地域計画において高速道路に期待される機能や役割の延べ種類数 

条 件 評価点 
10≦Ｘb ５ 

８≦Ｘb＜10 ４ 
６≦Ｘb＜８ ３ 
４≦Ｘb＜６ ２ 
Ｘb＜４ １ 

 

２．利用増進の取り組み X16-2＝Xc×0.15＋Xd×0.15 

c)広域行政を活発化するための施設整備の有無（15％） 

Ｘc＝広域行政を前提として整備された施設の種類数 

条 件 評価点 
５≦Ｘc ５ 
Ｘc＝４ ４ 
Ｘc＝３ ３ 
Ｘc＝２ ２ 
Ｘc≦１ １ 

d)利用増進に向けたソフト施策に対する取り組みの有無（15％） 

Ｘd＝利用増進に向けた取り組みの種類数 

条 件 評価点 
13≦Ｘd ５ 

10≦Ｘd＜13 ４ 
７≦Ｘd＜10 ３ 
４≦Ｘd＜７ ２ 
Ｘd＜４ １  

Ｘa＝ 

・ 交流連携 
・ 物流及び企業立地、雇用創出 
・ 観光振興 
・ まちづくり・生活圏 
・ 高度医療・広域消防 
・ 災害時の代替路 
・ 研究開発 

・ 空港・港湾との連絡 
・ 環境の改善    等 

・ 高度医療施設の整備 
・ 福祉施設 
・ スポーツ施設 
・ 文化施設 
・ 行政機関の統廃合・移転   等 

・ 高速道路に関する委員会・協議会等の設置 
・ 高速道に関するシンポジウム・フォーラム・座談会等の開催 
・ 高速道路に関する参加型イベントの開催 
・ 高速道路に関するラジオ・テレビによる広報 
・ 高速利用に関するＨＰの設置 
・ 観光施設等と連携した各種施設の割引等の実施予定   等 



４３ 

 ３．コスト縮減への取り組み X16-3＝（Xe14 ＋Xe15）×0.1＋Xf×0.15＋Xg×0.05 

e)コスト縮減に直接影響する地方公共団体の協力状況（H14 まで、H15 以降それぞれ 10％） 

Ｘe14＝H14 までのコスト縮減の具体的取り組みの種類数 

Ｘe15＝H15 以降のコスト縮減の具体的取り組みの種類数 

条 件 評価点 
10≦Ｘe ５ 

８≦Ｘe＜10 ４ 
６≦Ｘe＜８ ３ 
４≦Ｘe＜６ ２ 
Ｘe＜４ １ 

 

f)地方公共団体の協力費用の状況（15％） 

地方公共団体の協力費用 

対象路線・区間の総事業費   

条 件 評価点 
4.5≦Ｘf ５ 

3.5≦Ｘf＜4.5 ４ 
2.5≦Ｘf＜3.5 ３ 
1.5≦Ｘf＜2.5 ２ 

Ｘf＜1.5 １ 

 

g)事業の円滑な執行に向けた地方公共団体のソフト面の取り組み状況（5％） 

Ｘg＝ソフト面の取り組みの種類数 

条 件 評価点 
Ｘg＝５ ５ 
Ｘg＝４ ４ 
Ｘg＝３ ３ 
Ｘg＝２ ２ 
Ｘg＝１ １  

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

５段階評価 

 

 

 

Ｘf＝ 

※ 評価点については精査中。 

・ 土取り場等の確保 
・ 残土処分地の確保 
・ 先行調査の実施 
・ 工事用道路、測道等の確保 
・ 案内標識の整備 
・ 交差道路の整備 
・ 河川、流末等の整備 
・ 用地買収への協力    等 

・ 用地取得へ向けた体制の確立 
・ 具体的な取り組みの実施 
・ 高速道路窓口の設置 
・ 高速道路の建設促進に向けた組織の設置 
・ 高速道路の必要性に関する広報活動 
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高速道路の進捗状況(H14末見込み） 平成１５年３月３１日見込み

高速道路の進捗状況(H14末見込み） （単位：10億円、％）

備　　考

区　　間　　名 延長 車線数 進捗状況 設置延長 設置率 設置延長 設置率 認可額 執行率 認可額 執行率 認可額 認可額 執行率 残事業費 収入 管理費 金利 収支率 B/C （地域開発計画等）

（ｋｍ） （ｋｍ） （ｋｍ） (億円) (億円) (億円)

実施計画区間 ① ② ②／① ③ ③／① ④ ⑤ ⑤／④ ⑥ ⑦ ⑦／⑥ ⑧ ⑨ ⑨／⑧ ⑧-⑨ ⑩ ⑪ ⑫ （⑪＋⑫）/⑩

道央道 七 飯 ～ 大 沼 10 ２／４ 用地買収中 10 100% 10 100%

大 沼 ～ 国 縫 68 ２／４ 工事中 68 100% 68 100%

国 縫 ～ 長 万 部 11 ２／４ 供用中 H13.11全区間供用

長 万 部 ～ 和 寒 348 4/4,2/4 供用中 H13.10全区間供用

和 寒 ～ 士 別 17 ２／４ 舗装・施設工事中 17 100% 17 100% 4 2 50% 20 14 70% 7 31 20 65% 11 7 6 10 229 3.8 和寒工業団地　他　【H14舗装・施設工事着手予定】

士 別 ～ 名 寄 23 ２／４ 中心杭設置中 23 100% 0 0% 0 0 0 0 1 1 1 - - 8 8 13 263 2.7 調査設計費等の一部の実施計画認可

計 477 118 100% 95 81% 34 19 56% 214 69 32% 62 310 110 35% 200

札樽道 余 市 ～ 小 樽 24 ２／４ 施行調査中 27 14 30 163 5.6

小 樽 ～ 札 幌 38 ４／４ 供用中 H11.10全区間供用

計 62

道東道 千 歳 恵 庭 ～ 夕 張 42 ２／４ 供用中

夕 張 ～ ト マ ム 60 ２／４ 工事中 60 100% 23 38% 8 0 0% 198 1 1% 47 253 7 3% 246 32 25 64 278 2.1 音更IC工業団地

ト マ ム ～ 十 勝 清 水 21 ２／４ 工事中 21 100% 21 100% 3 1 33% 50 10 20% 13 66 14 21% 52 12 9 17 217 5.1 音更IC工業団地

十 勝 清 水 ～ 池 田 51 ２／４ 供用中 H7.10全区間供用

池 田 ～ 本 別 17 ２／４ 舗装・施設工事中 17 100% 17 100%

本 別 ～ 阿 寒 50 ２／４ 幅杭設置中 50 100% 8 16%

阿 寒 ～ 釧 路 17 ２／４ 測量設計中 0 0% 0 0% 0 0 0 0 1 1 1 - - 7 7 0 100 3.2 調査設計費等の一部の実施計画認可

本 別 ～ 足 寄 13 ２／４ 舗装・施設工事中 13 100% 13 100%

足 寄 ～ 訓 子 府 66 ２／４ 測量設計中 0 0% 0 0%

訓 子 府 ～ 北 見 13 ２／４ 測量設計中 0 0% 0 0% 0 0 0 0 1 1 1 - - 1 4 1 500 2.6 調査設計費等の一部の実施計画認可

計 350 161 63% 82 32% 34 7 21% 493 49 10% 136 663 78 12% 585

外環道 大 泉 ～ 川 口 J 18 ４／４ 供用中 H6.3全区間供用

（常磐自動車道分） 川 口 ～ 三 郷 11 ４／４ 供用中 H11.3全区間供用

（東関東道分） 三 郷 ～ 三 郷 南 4 ４／４ 工事中 4 100% 4 100% 18 14 78% 84 49 58% 18 120 69 58% 51 24 3 23 108 2.7 用地は直轄を含めると100％

〃 三 郷 南 ～ 松 戸 6 ４／４ 工事中 6 100% 6 100% 48 6 13% 114 14 12% 25 187 22 12% 165 20 3 40 215 2.5 用地は直轄を含めると100％

〃 松 戸 ～ 市 川 10 ４／４ 用地買収中 10 100% 10 100% 225 104 46% 654 0 0% 91 970 114 12% 856 40 6 223 573 1.8 用地は直轄を含めると71％

計 49 20 100% 20 100% 291 124 43% 852 63 7% 134 1,277 205 16% 1,072

東北道 川 口 J ～ 青 森 680 6/6,4/4 供用中

計 680

八戸道 安 代 ～ 八 戸 68 ４／４ 供用中 H1.9全区間供用

八 戸 ～ 八 戸 北 13 ２／４ H14年度供用予定 7 4 18 314 八戸北インター工業団地　他

青 森 東 ～ 青 森 16 ２／４ 舗装・施設工事中 16 100% 16 100% 15 15 100% 46 34 74% 12 73 56 77% 17 8 5 22 338 6.1 青森中核工業団地　他　【H14舗装・施設工事着手予定】

計 97 16 100% 16 100% 15 15 100% 46 34 74% 12 73 56 77% 17

釜石道 遠 野 ～ 宮 守 9 ２／４ 施行調査中 2 3 10 650 1.9

宮 守 ～ 東 和 24 ２／４ 幅杭設置中 24 100% 4 17% 13 0 0% 96 0 0% 17 126 2 2% 124 12 10 33 358 1.8 田瀬湖レイクリゾート事業　他

東 和 ～ 花 巻 11 ２／４ H14年度供用予定 7 5 19 343 1.8 花巻流通業務団地　他

計 44 24 100% 4 17% 13 0 0% 96 0 0% 17 126 2 2% 124

秋田道 北 上 ～ 秋 田 北 123 4/4,2/4 供用中 H9.11全区間供用

計 123

山形道 村 田 ～ 月 山 84 4/4,2/4 供用中 H11.10全区間供用

湯 殿 山 ～ 酒 田 み な と 53 ２／４ 供用中 H13.8全区間供用

計 137

磐越道 い わ き ～ 新 潟 中 央 213 4/4,2/4 供用中 H9.10全区間供用

計 213

日本海東北道 新 潟 空 港 ～ 中 条 28 ２／４ H14年度供用予定 23 14 41 239 7.8

中 条 ～ 荒 川 10 ２／４ 工事中 10 100% 10 100% 10 5 50% 35 2 6% 10 55 8 15% 47 4 4 14 450 2.2

荒 川 ～ 朝 日 20 ２／４ 用地買収中 20 100% 18 90% 20 7 35% 69 0 0% 19 108 9 8% 99 5 7 28 700 3.7 朝日IC周辺整備計画　他

温 海 ～ 鶴 岡 26 ２／４ 工事中 26 100% 19 73% 17 4 24% 121 4 3% 24 162 10 6% 152 4 8 42 1,250 2.2 鶴岡市西部土地区画整理事業

本 荘 ～ 岩 城 21 ２／４ 工事中 21 100% 21 100% 10 4 40% 88 14 16% 18 116 23 20% 93 4 7 31 950 2.4 本荘工業団地

岩 城 ～ 秋 田 空 港 14 ２／４ H14年度供用予定 4 5 17 550 2.5 御所野ニュータウン

秋 田 空 港 ～ 河 辺 3 ２／４ 供用中  H13.7全区間供用

昭 和 男 鹿 半 島 ～ 琴 丘 森 岳 21 ２／４ H14年度供用予定 12 9 22 258 4.2 能代工業団地　他

大 館 ～ 小 坂 14 ２／４ 工事中 14 100% 13 93% 4 0 0% 92 1 1% 16 112 5 4% 107 5 5 29 680 1.6

計 157 91 81% 81 72% 61 20 33% 405 21 5% 87 553 55 10% 498

東北中央道 福 島 ～ 米 沢 28 ２／４ 用地買収中 28 100% 17 61% 16 2 13% 159 0 0% 29 204 7 3% 197 11 10 54 582 1.8 米沢オフィス･アルカディア　他

米 沢 ～ 米 沢 北 9 ２／４ 施行調査中 2 3 17 1,000 2.1

高 畠 ～ 山 形 上 山 24 ２／４ 施行調査中 20 12 40 260 3.4

山 形 上 山 ～ 東 根 27 ２／４ H14年度供用予定 29 15 43 200 5.2 山形ニュータウン　他

東 根 ～ 尾 花 沢 23 ２／４ 地元設計協議中 23 100% 0 0% 16 0 0% 75 0 0% 15 106 1 1% 105 13 10 28 292 2.6

計 111 51 100% 17 33% 32 2 6% 234 0 0% 44 310 8 3% 302

関越道 練 馬 ～ 長 岡 246 6/6,4/4 供用中 S60.10全区間供用

計 246

上信越道 藤 岡 ～ 上 越 203 4/4,2/4 供用中 H11.10全区間供用

計 203

その他費 総事業費 平成３７年度断面収支見通し（概略値）中心杭 幅杭 用地費 工費

道 　　路　　名 　 H14末実施
予定額

H14末実施
予定額

H14末実施
予定額

30 17 57% 194 55 28% 54 278 89 32% 189 35 31 77 309 3.0 野田生工業団地　他

10 3 30% 139 21 15% 38 187 31 17% 156 30 27 52 263 3.7 西港工業団地　他　【池田～本別舗装・施設工事中】

13 3 23% 106 17 16% 36 155 45 971 1.924 15% 131 7 　【本別～足寄舗装・施設工事中】23

（道路関係四公団民営化推進委員会 意見書参考資料） 参考資料４

４
４



高速道路の進捗状況(H14末見込み） （単位：10億円、％）

備　　考

区　　間　　名 延長 車線数 進捗状況 設置延長 設置率 設置延長 設置率 認可額 執行率 認可額 執行率 認可額 認可額 執行率 残事業費 収入 管理費 金利 収支率 B/C （地域開発計画等）

（ｋｍ） （ｋｍ） （ｋｍ） (億円) (億円) (億円)

実施計画区間 ① ② ②／① ③ ③／① ④ ⑤ ⑤／④ ⑥ ⑦ ⑦／⑥ ⑧ ⑨ ⑨／⑧ ⑧-⑨ ⑩ ⑪ ⑫ （⑪＋⑫）/⑩

その他費 総事業費 平成３７年度断面収支見通し（概略値）中心杭 幅杭 用地費 工費

道 　　路　　名 　 H14末実施
予定額

H14末実施
予定額

H14末実施
予定額

常磐道 三 郷 ～ い わ き 四 倉 189 6/6,4/4,2/4 供用中

い わ き 四 倉 ～ 広 野 14 ２／４ 供用中 H14.3全区間供用

広 野 ～ 富 岡 16 ２／４ 舗装・施設工事中 16 100% 16 100% 11 8 73% 55 21 38% 14 80 33 41% 47 10 6 0 60 5.0 東京電力広野発電所　【H14舗装・施設工事着手予定】

富 岡 ～ 相 馬 46 ２／４ 用地買収中 46 100% 36 78% 44 11 25% 135 0 0% 35 214 17 8% 197 34 18 0 53 2.2 相馬中核工業団地

相 馬 ～ 新 地 9 ２／４ 地元設計協議中 9 100% 0 0% 6 0 0% 22 0 0% 6 34 1 3% 33 5 3 0 60 3.7

新 地 ～ 山 元 16 ２／４ 施行調査中 10 6 0 60 5.4

山 元 ～ 亘 理 12 ２／４ 工事中 12 100% 12 100% 14 8 57% 31 6 19% 12 57 15 26% 42 15 6 0 40 2.9 仙台港

計 302 83 100% 64 77% 75 27 36% 243 27 11% 67 385 66 17% 319

東関東道 市 川 ～ 潮 来 75 6/6,4/4 供用中 S62.11全区間供用

鉾 田 ～ 茨 城 17 ２／４ 幅杭設置中 17 100% 8 47% 30 0 0% 29 0 0% 15 74 2 3% 72 8 6 0 75 4.3 百里飛行場民間共有化計画

計 92 17 100% 8 47% 30 0 0% 29 0 0% 15 74 2 3% 72

館山道 千 葉 ～ 木 更 津 南 35 ４／４ 供用中 H7.7全区間供用

木 更 津 南 ～ 富 津 竹 岡 20 ２／４ 舗装・施設工事中 20 100% 20 100% 79 42 53% 49 23 47% 21 149 74 50% 75 36 13 39 144 5.7 かずさアカデミアパーク　【木更津南～君津　H14舗装・施設工事着手予定】

計 55 20 100% 20 100% 79 42 42% 49 23 47% 21 149 74 50% 75

北関東道 高 崎 ～ 伊 勢 崎 15 ４／４ 供用中 H13.3全区間供用

伊 勢 崎 ～ 太 田 16 ４／４ 工事中 16 100% 16 100% 58 35 60% 78 6 8% 19 155 46 30% 109 56 16 36 93 3.7 太田市北部大規模開発事業　他

太 田 ～ 足 利 10 ４／４ 用地買収中 10 100% 10 100% 21 10 48% 45 0 0% 8 74 12 16% 62 26 8 16 92 3.9 足利オフィス･アルカディア

足 利 ～ 岩 舟 13 ４／４ 用地買収中 13 100% 13 100% 23 8 35% 53 0 0% 16 92 12 13% 80 45 13 18 69 7.6 磯山公園整備計画

栃 木 都 賀 ～ 宇 都 宮 上 三 川 19 ４／４ 供用中 H12.7全区間供用

宇 都 宮 上 三 川 ～ 真 岡 7 ４／４ 工事中 7 100% 7 100% 15 7 47% 28 2 7% 8 51 11 22% 40 16 5 12 106 4.2 真岡インターチェンジ周辺開発事業　他

真 岡 ～ 岩 瀬 16 ４／４ 工事中 16 100% 16 100% 26 11 42% 44 3 7% 10 80 16 20% 64 17 7 20 159 3.1 福原住宅団地　他

岩 瀬 ～ 友 部 18 ４／４ 工事中 18 100% 18 100% 22 10 45% 63 5 8% 16 101 20 20% 81 30 11 24 117 7.1 岩瀬工業団地　他

友 部 ～ 水 戸 南 21 ４／４ 供用中 H12.12全区間供用

計 135 80 100% 80 100% 165 81 49% 311 16 5% 77 553 117 21% 436

中央道 高 井 戸 ～ 河 口 湖 94 6/6,4/4 供用中 S51.5全区間供用

大 月 ～ 小 牧 J 273 ４／４ 供用中 S57.11全区間供用

計 367

名神 小 牧 ～ 西 宮 189 6/6,4/4 供用中

大 山 崎 ～ 久 御 山 西 3 ４／４ H14年度供用予定 5 2 0 40 1.8

計 192

長野道 岡 谷 ～ 更 埴 76 ４／４ 供用中 H5.3全区間供用

計 76

東名 東 京 ～ 小 牧 347 6/6,4/4 供用中 S44.5全区間供用

計 347

東海北陸道 一 宮 ～ 飛 騨 清 見 117 4/4,2/4 供用中 H12.10全区間供用

飛 騨 清 見 ～ 白 川 26 ２／４ 工事中 26 100% 26 100% 5 2 40% 131 78 60% 27 163 88 54% 75

白 川 ～ 五 箇 山 15 ２／４ H14年度供用予定

五 箇 山 ～ 小 矢 部 砺 波 27 ２／４ 供用中 H12.9全区間供用

計 185 26 100% 26 100% 5 2 40% 131 78 60% 27 163 88 54% 75

第二東名 海 老 名 ～ 伊 勢 原 8 ４／６ 工事中 8 100% 6 75% 194 39 20% 235 1 0% 56 485 47 10% 438 16 5 122 794 3.0 伊勢原市東部工業団地　他

伊 勢 原 ～ 秦 野 13 ４／６ 中心杭設置中 13 100% 0 0% 141 0 0% 298 0 0% 49 488 2 1% 486 91 22 112 147 3.2

秦 野 ～ 御 殿 場 33 ４／６ 施行調査中 181 45 207 139 5.5

御 殿 場 ～ 長 泉 14 ４／６ 工事中 14 100% 14 100% 51 45 88% 205 42 20% 36 292 96 33% 196 67 17 68 127 2.7 神馬南地区画整理事業　他

長 泉 ～ 引 佐 133 ４／６ 工事中 133 100% 133 100% 497 395 79% 1,940 954 49% 215 2,652 1,460 55% 1,192 761 190 634 108 6.3 　

引 佐 ～ 豊 田 東 Ｊ 54 ４／６ 用地買収中 54 100% 39 72% 82 2 2% 784 0 0% 150 1,016 16 2% 1,000 230 60 230 126 6.4

計 255 222 100% 192 86% 965 481 50% 3462 997 29% 506 4933 1621 33% 3,312

伊勢湾岸道 豊 田 東 Ｊ ～ 豊 田 東 3 ４／６ 工事全面展開 3 100% 3 100% 15 10 67% 52 41 79% 3 70 53 76% 17 19 5 16 111 5.7

豊 田 東 ～ 豊 田 Ｊ 2 ４／６ H14年度供用予定 11 3 22 227 2.7

豊 田 Ｊ ～ 豊 明 15 ６／６ 舗装・施設工事中 15 100% 15 100% 85 78 92% 193 185 96% 25 303 282 93% 21 83 21 78 119 5.4 　【豊田南～豊明　H14舗装・施設工事着手予定】

豊 明 ～ 名 古 屋 南 5 ６／６ H14年度供用予定 34 8 39 138 4.2

名 古 屋 南 ～ 東 海 5 ６／６ 供用中 H10.3全区間供用

（近畿自動車道分） 飛 島 ～ み え 川 越 13 ６／６ 供用中 H14.3全区間供用

〃 み え 川 越 ～ 四 日 市 7 ６／６ H14年度供用予定 36 10 45 153 6.2

計 50 18 100% 18 100% 100 88 88% 245 226 92% 28 373 335 90% 38

中部横断道 清 水 ～ 増 穂 59 ２／４ 中心杭設置中 26 44% 0 0% 34 0 0% 448 0 0% 74 556 3 1% 553 48 31 126 327 1.9 食文化と富士川水運の郷

増 穂 ～ 白 根 9 ２／４ 舗装・施設工事中 9 100% 9 100% 13 10 77% 43 19 44% 13 69 33 48% 36 6 4 18 367 4.9 　【若草櫛形～白根　H14舗装・施設工事着手予定】

白 根 ～ 双 葉 7 ２／４ 供用中 H13.3全区間供用

八 千 穂 ～ 佐 久 南 15 ２／４ 施行調査中 6 6 18 400 3.9

佐 久 南 ～ 佐 久 8 ２／４ 工事中 8 100% 4 50% 27 3 11% 28 1 4% 10 65 5 8% 60 7 4 15 271 2.3 佐久市運動公園　他

計 98 43 57% 13 17% 74 13 18% 519 20 4% 97 690 41 6% 649

北陸道 新 潟 空 港 ～ 米 原 487 ４／４ 供用中 H9.11全区間供用

計 487

2005年日本国際博覧会　他

23 18 78 417 1.7 馬狩谷渓流公園整備事業

４
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高速道路の進捗状況(H14末見込み） （単位：10億円、％）

備　　考

区　　間　　名 延長 車線数 進捗状況 設置延長 設置率 設置延長 設置率 認可額 執行率 認可額 執行率 認可額 認可額 執行率 残事業費 収入 管理費 金利 収支率 B/C （地域開発計画等）

（ｋｍ） （ｋｍ） （ｋｍ） (億円) (億円) (億円)

実施計画区間 ① ② ②／① ③ ③／① ④ ⑤ ⑤／④ ⑥ ⑦ ⑦／⑥ ⑧ ⑨ ⑨／⑧ ⑧-⑨ ⑩ ⑪ ⑫ （⑪＋⑫）/⑩

その他費 総事業費 平成３７年度断面収支見通し（概略値）中心杭 幅杭 用地費 工費

道 　　路　　名 　 H14末実施
予定額

H14末実施
予定額

H14末実施
予定額

伊勢道 関 ～ 伊 勢 69 4/4,2/4,2/2 供用中 H5.3全区間供用

尾 鷲 ～ 紀 勢 31 ２／４ 中心杭設置中 31 100% 0 0% 15 0 0% 139 0 0% 26 180 1 1% 179 25 12 40 208 1.5

紀 勢 ～ 勢 和 多 気 24 ２／４ 工事中 24 100% 24 100% 8 8 100% 86 35 41% 20 114 50 44% 64 29 12 28 138 2.5 三重サンベルトゾーン構想

計 124 55 100% 24 44% 23 8 35% 225 35 74% 46 294 56 77% 238

東名阪道 名 古 屋 南 ～ 有 松 3 ４／４ 工事中 3 100% 3 100% 16 14 88% 61 21 34% 11 88 37 42% 51 8 2 0 25 1.5 有松地区総合整備事業。用地は直轄を含めると100％

有 松 ～ 高 針 9 ４／４ 工事中 9 100% 9 100% 25 12 48% 209 29 14% 26 260 44 17% 216 36 10 0 28 3.7 用地は直轄を含めると100％

高 針 ～ 上 社 3 ４／４ H14年度供用予定 18 4 0 22 8.2

名 古 屋 ～ 亀 山 81 ４／４ 供用中 H5.12全区間供用

亀 山 ～ 亀 山 南 Ｊ 3 ４／４ 工事全面展開 3 100% 3 100% 4 3 75% 48 28 58% 9 61 36 59% 25 6 2 0 33 2.4 亀山サンシャインパーク整備事業　他

計 99 15 100% 15 100% 45 29 64% 318 78 25% 46 409 117 29% 292

西名阪道 天 理 ～ 松 原 Ｊ 27 6/6,4/4 供用中 S63.3全区間供用

計 27

近畿道 松 原 ～ 吹 田 28 6/6,4/4 供用中

計 28

阪和道 松 原 ～ 海 南 74 6/6,4/4,2/4 供用中 H5.9全区間供用

海 南 ～ 吉 備 10 ２／４ 供用中

御 坊 ～ 南 部 21 ２／４ 舗装・施設工事中 21 100% 21 100% 25 25 100% 65 48 74% 19 109 82 75% 27 27 11 31 156 3.7 御坊第二工業団地　【H14舗装・施設工事着手予定】

南 部 ～ 田 辺 6 ２／４ 用地買収中 6 100% 6 100% 12 4 33% 26 0 0% 7 45 5 11% 40 8 3 10 163 2.6 下三栖城山台企業団地

田 辺 ～ 白 浜 14 ２／４ 中心杭設置中 14 100% 0 0% 37 0 0% 47 0 0% 13 97 1 1% 96 9 5 22 300 1.8

白 浜 ～ す さ み 24 ２／４ 施行調査中 9 7 34 456 1.8

計 149 41 100% 27 66% 74 29 39% 138 48 35% 39 251 88 35% 163

舞鶴若狭道 吉 川 ～ 舞 鶴 東 87 4/4,2/4 供用中 H10.3全区間供用

舞 鶴 東 ～ 小 浜 西 25 ２／４ H14年度供用予定 11 8 44 473 2.2

小 浜 西 ～ 小 浜 11 ２／４ 用地買収中 11 100% 11 100% 22 7 32% 40 0 0% 12 74 9 12% 65 4 3 19 550 1.5

小 浜 ～ 敦 賀 39 ２／４ 幅杭設置中 39 100% 12 31% 33 0 0% 198 0 0% 41 272 4 1% 268 28 15 68 296 2.3 敦賀市産業団地整備事業　他

計 162 50 100% 23 46% 55 7 13% 238 0 0% 53 346 13 4% 333

第二名神 四 日 市 ～ 菰 野 13 ４／６ 中心杭設置中 13 100% 0 0% 51 0 0% 45 0 0% 18 114 1 1% 113 46 14 46 130 9.3 鈴鹿山麓リサーチパーク

菰 野 ～ 亀 山 18 ４／６ 施行調査中 65 19 89 166 4.7

亀 山 ～ 大 津 41 ４／６ 工事中 41 100% 41 100% 95 55 58% 494 233 47% 99 688 317 46% 371 214 60 212 127 6.9

大 津 ～ 城 陽 25 ４／６ 地元設計協議中 25 100% 1 4% 163 1 1% 323 0 0% 72 558 4 1% 554 140 39 122 115 6.0

城 陽 ～ 八 幡 4 ４／６ 幅杭設置中 4 100% 0 0% 69 14 20% 82 1 1% 21 172 17 10% 155 19 5 42 247 3.6 みの山ベルコリン構想

八 幡 ～ 高 槻 10 ４／６ 中心杭設置中 10 100% 0 0% 161 2 1% 415 0 0% 56 632 5 1% 627 44 13 152 375 1.9 高槻JCT・IC周辺地域整備計画

　 高 槻 ～ 箕 面 18 ４／６ 中心杭設置中 18 100% 0 0% 98 0 0% 477 0 0% 60 635 2 1% 633 77 22 149 222 3.0 国際文化公園都市　他

箕 面 ～ 神 戸 22 ４／６ 地元設計協議中 22 100% 0 0% 133 1 1% 404 0 0% 64 601 6 1% 595 108 31 138 156 6.6 宝塚新都市事業

計 151 133 100% 42 32% 770 73 9% 2240 234 10% 390 3400 352 10% 3,048

中国道 吹 田 ～ 下 関 543 6/6,4/4 供用中 S58.3全区間供用

計 543

山陽道 神 戸 ～ 山 口 417 6/6,4/4 供用中 H10.4全区間供用

宇 部 ～ 下 関 28 ２／４ 供用中 H13.3全区間供用

計 445

播磨道 龍 野 ～ 新 宮 13 ２／４ H14年度供用予定 10 7 11 180 6.0 播磨科学公園都市

新 宮 ～ 山 崎 12 ２／４ 施行調査中 8 6 17 288 2.3

計 25

鳥取道 佐 用 ～ 大 原 19 ２／４ 工事中 19 100% 19 100% 7 5 71% 66 5 8% 16 89 15 17% 74 5 7 19 520 1.7

智 頭 ～ 鳥 取 24 ２／４ 工事中 24 100% 22 92% 14 5 36% 97 8 8% 27 138 19 14% 119 5 8 31 780 1.7 鳥取中核工業団地開発　他

計 43 43 100% 41 95% 21 10 48% 163 13 8% 43 227 34 15% 193

岡山道 岡 山 ～ 北 房 40 ２／４ 供用中 H9.3全区間供用

計 40

米子道 落 合 ～ 米 子 67 ２／４ 供用中 H4.12全区間供用

米 子 ～ 米 子 北 5 ２／４ 測量設計中 4.9 未実施計画認可

計 72

尾道道 尾 道 ～ 甲 山 19 ２／４ 工事中 19 100% 19 100% 16 10 63% 80 5 6% 19 115 20 17% 95 7 7 30 529 2.3 尾道流通団地造成事業　他

甲 山 ～ 吉 舎 21 ２／４ 用地買収中 21 100% 3 14% 5 0 0% 67 0 0% 13 85 2 2% 83 6 7 22 483 1.5 広島中央フライトロード

吉 舎 ～ 三 次 10 ２／４ 用地買収中 10 100% 10 100% 6 1 17% 30 0 0% 8 44 3 7% 41 4 4 11 375 2.3 田利工業団地

計 50 50 100% 32 64% 27 11 41% 177 5 3% 40 244 25 10% 219

松江道 三 次 ～ 口 和 13 ２／４ 用地買収中 13 100% 9 69% 10 1 10% 38 0 0% 12 60 2 3% 58 6 5 15 333 2.3 三次（Ⅲ期）工業団地

口 和 ～ 吉 田 掛 合 35 ２／４ 地元設計協議中 35 100% 0 0% 4 0 0% 130 0 0% 26 160 1 1% 159 14 13 41 386 1.5 吉田村ふるさとターミナル事業

吉 田 掛 合 ～ 三 刀 屋 木 次 12 ２／４ 地元設計協議中 12 100% 4 33% 2 0 0% 44 0 0% 9 55 1 2% 54 7 5 14 271 3.5 ソフトビジネスパーク島根

三 刀 屋 木 次 ～ 宍 道 J 11 ２／４ H14年度供用予定 7 5 18 329 4.6

計 71 60 100% 13 22% 16 1 6% 212 0 0% 47 275 4 1% 271

山陰道 宍 道 J ～ 宍 道 2 ２／４ H14年度供用予定 7 5 18 329 4.6

宍 道 ～ 松 江 玉 造 14 ２／４ 供用中 H13.3全区間供用

宍 道 Ｊ ～ 出 雲 18 ２／４ 工事中 18 100% 18 100% 7 4 57% 71 8 11% 15 93 15 16% 78 10 6 23 290 3.2 ソフトビジネスパーク島根

計 34 18 100% 18 100% 7 4 57% 71 8 11% 15 93 15 16% 78

広島道 広 島 ～ 広 島 北 14 ４／４ 供用中 S60.3全区間供用

計 14

浜田道 千 代 田 ～ 浜 田 57 ２／４ 供用中 H3.12全区間供用

計 57

甲賀西工業団地　他

４
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高速道路の進捗状況(H14末見込み） （単位：10億円、％）

備　　考

区　　間　　名 延長 車線数 進捗状況 設置延長 設置率 設置延長 設置率 認可額 執行率 認可額 執行率 認可額 認可額 執行率 残事業費 収入 管理費 金利 収支率 B/C （地域開発計画等）

（ｋｍ） （ｋｍ） （ｋｍ） (億円) (億円) (億円)

実施計画区間 ① ② ②／① ③ ③／① ④ ⑤ ⑤／④ ⑥ ⑦ ⑦／⑥ ⑧ ⑨ ⑨／⑧ ⑧-⑨ ⑩ ⑪ ⑫ （⑪＋⑫）/⑩

その他費 総事業費 平成３７年度断面収支見通し（概略値）中心杭 幅杭 用地費 工費

道 　　路　　名 　 H14末実施
予定額

H14末実施
予定額

H14末実施
予定額

徳島道 徳 島 ～ 川 之 江 東 J 95 ２／４ 供用中 H12.7全区間供用

計 95

松山道 川 之 江 J ～ 大 洲 127 4/4,2/4 供用中

計 127

高松道 阿 南 ～ 小 松 島 10 ２／４ 施行調査中 8 5 16 263 6.1 阿南健康レクリエーション・リゾートプロジェクト

小 松 島 ～ 鳴 門 23 ２／４ 幅杭設置中 11 48% 5 22% 120 0 0% 153 0 0% 37 310 3 1% 307 17 11 78 524 3.5 中核産業拠点整備プロジェクト

鳴 門 ～ 板 野 10 ２／４ H14年度供用予定 13 6 23 223 四国一番観光地・鳴門づくりプロジェクト

板 野 ～ 津 田 東 26 ２／４ 供用中 H13.3全区間供用

高 松 東 ～ 高 松 中 央 4 ４／４ 供用中 H13.3全区間供用

高 松 中 央 ～ 高 松 西 9 ４／４ H14年度供用予定 13 6 32 292 3.1

高 松 西 ～ 川 之 江 J 57 ４／４ 供用中 H10.3全区間供用

計 139 11 48% 5 22% 120 0 0% 153 0 0% 37 310 3 1% 307

高知道 川 之 江 J ～ 伊 野 68 4/4,2/4 供用中

伊 野 ～ 須 崎 東 24 ２／４ H14年度供用予定 13 10 35 346 2.2 土佐市蓮池地区流通団地

須 崎 ～ 中 土 佐 7 ２／４ 用地買収中 7 100% 7 100% 4 1 25% 27 0 0% 7 38 2 5% 36 3 3 10 433 2.0 須崎ハイテク工業団地　他

中 土 佐 ～ 窪 川 15 ２／４ 地元設計協議中 15 100% 0 0% 3 0 0% 60 0 0% 10 73 1 1% 72 4 5 19 600 2.9

宇 和 島 ～ 三 間 5 ２／４ 地元設計協議中 5 100% 0 0% 4 0 0% 20 0 0% 6 30 1 3% 29 4 2 7 225 3.3

三 間 ～ 宇 和 11 ２／４ 用地買収中 11 100% 10 91% 8 1 13% 30 0 0% 8 46 3 7% 43 9 6 11 189 1.8 宇和拠点地区の整備　他

宇 和 ～ 大 洲 南 15 ２／４ 舗装・施設工事中 15 100% 15 100% 9 8 89% 52 37 71% 14 75 51 68% 24 14 8 20 200 3.8 阿蔵高山住宅団地　【H14舗装・施設工事着手予定】

計 145 53 74% 32 60% 28 10 36% 189 37 20% 45 262 58 22% 204

九州道 門 司 ～ 鹿 児 島 346 6/6,4/4,2/4 供用中 H1.12全区間供用

計 346

宮崎道 え び の ～ 宮 崎 82 ４／４ 供用中 S56.10全区間供用

計 82

長崎道 長 崎 ～ 長 崎 多 良 見 12 ２／４ 舗装・施設工事中 12 100% 12 100% 18 12 67% 44 34 77% 13 75 52 69% 23 18 9 19 156 4.5 ナガサキ・アーバン・ルネッサンス2001構想　【H14舗装・施設工事着手予定】

長 崎 多 良 見 ～ 鳥 栖 108 ４／４ 供用中 H8.11全区間供用

計 120 12 100% 12 100% 18 12 67% 44 34 77% 13 75 52 69% 23

大分道 鳥 栖 Ｊ ～ 大 分 米 良 137 4/4,2/4 供用中

嘉 島 ～ 矢 部 23 ２／４ 中心杭設置中 23 100% 0 0% 10 0 0% 63 0 0% 15 88 1 1% 87 8 9 23 400 2.1

計 160 23 100% 0 0% 10 0 0% 63 0 0% 15 88 1 1% 87

東九州道 北 九 州 ～ 行 橋 17 4/4,2/4 工事中 17 100% 16 94% 37 23 62% 77 27 35% 19 133 55 41% 78 26 12 56 262 3.8 新北九州空港

行 橋 ～ 豊 津 7 ２／４ 地元設計協議中 7 100% 1 14% 15 0 0% 32 0 0% 8 55 1 2% 54 11 5 13 164 3.6

椎 田 ～ 宇 佐 28 ２／４ 施行調査中 26 15 37 200 4.3 下拝田第二工業団地　他

大 分 米 良 ～ 津 久 見 27 4/4,2/4 供用中 H13.12全区間供用

津 久 見 ～ 佐 伯 13 ２／４ 工事中 13 100% 13 100% 11 6 55% 72 9 13% 14 97 18 19% 79 14 7 29 257 3.2 門前工業団地　他

佐 伯 ～ 蒲 江 20 ２／４ 地元設計協議中 20 100% 0 0% 11 0 0% 70 0 0% 16 97 1 1% 96 7 7 25 457 1.6 地域拠点施設

蒲 江 ～ 北 川 26 ２／４ 施行調査中 10 10 34 440 1.6

門 川 ～ 都 農 34 ２／４ 幅杭設置中 34 100% 6 18% 18 0 0% 113 0 0% 27 158 3 2% 155 27 17 41 215 3.8 クレアパーク延岡工業団地 他

都 濃 ～ 西 都 25 ２／４ 工事中 25 100% 25 100% 18 12 67% 69 4 6% 18 105 19 18% 86 24 13 37 208 3.2 日高嶋工業団地

西 都 ～ 清 武 27 ２／４ 供用中 H13.3全区間供用

清 武 ～ 北 郷 19 ２／４ 中心杭設置中 19 100% 0 0% 3 0 0% 77 0 0% 18 98 1 1% 97 17 10 24 200 2.8 宿野工業団地

北 郷 ～ 日 南 9 ２／４ 施行調査中 6 4 11 250 3.5

志 布 志 ～ 鹿 屋 串 良 19 ２／４ 中心杭設置中 19 100% 0 0% 14 0 0% 50 0 0% 12 76 1 1% 75 4 6 20 650 1.8

鹿 屋 串 良 ～ 末 吉 29 ２／４ 工事中 29 100% 16 55% 6 1 17% 91 1 1% 19 116 6 5% 110 14 12 33 321 3.8 大隈地方拠点地域整備

末 吉 ～ 隼 人 東 27 ２／４ 供用中 H14.3全区間供用

計 327 183 100% 77 42% 133 42 32% 651 41 6% 151 935 105 11% 830

新東京国際空港線 成 田 ～ 新 空 港 4 ４／４ 供用中

（新空港道） 計 4

関西国際空港線 泉 佐 野 ～ り ん く う 7 ４／４ 供用中

（関西空港道） 計 7

関門自動車道 下 関 ～ 門 司 9 6/6,4/4 供用中

（関門橋） 計 9

沖縄自動車道 許 田 ～ 那 覇 57 ４／４ 供用中

（沖縄橋） 計 57 0 0

総計 9,342 1,737 91% 1,097 57% 3,320 1,157 35% 12,211 2,156 18% 2,310 17,841 3,776 21% 14,065

0 0 0

0 0 0

0 0 0

9,342 3,320 17,841

※表中に記載の区間は、現行整備計画（９，３４２km）全区間を記入しているが、未施行命令区間（「進捗状況：施行調査中」）については、工事実施計画認可されていないため、認可額等の記載はしていない。

※路線の区分は原則として「国土開発幹線自動車道建設法」（昭和３２年法律第６８号）第３条に規定する予定路線によっている。

※用地費と工事費の平成１４年度末実施予定額は、平成１４年度末までの契約予定金額の累積見込み額である。

※総事業費は工費、用地費以外に測量試験費、営繕費、機械器具費等のその他費が含まれる。

※端数処理の関係上、計が合わないことがある。
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